
 
 

改   正   前 改   正   後 

３ 貸金業関係 

 

３－１ 登録の申請、届出関係  

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第２章の規定に基づく、貸金業の

登録の申請並びに変更及び廃業等の届出の事務処理については、以下のとおり取り扱う

ものとする。  

 

３－１－１ 登録申請書、届出書の受理  

⑴ 登録申請書及びその添付書類並びに変更及び廃業等の届出は、原則としてこれら

を提出しようとする者の主たる営業所等の所在地をその区域に含む貸金業協会（以

下「協会」という。）を通して提出するよう要請するものとする。  

 

 

 

 

 

⑵ 登録申請書及び変更の届出の受理に当たっては、次の事項に留意し、反している

場合にはその是正を求めるものとする。  

① 資金需要者等に公的機関又は金融機関のごとき誤解を与え、取引の公正を害す

るおそれのある商号又は名称を使用していないこと。  

② ２以上の商号又は名称を使用して、２以上の登録の申請をしていないこと。  

③ 復代理店及び代理店の支店等の設置をしていないこと。  

④ 代理店契約の内容について、次に掲げる事項を記載していること。  

イ 貸金業の規制に関する法令等を遵守する旨の文言  

ロ 代理業務の範囲に関する事項  

ハ 代理店手数料の決定及び支払に関する事項  

ニ 代理業務の取扱いに必要な経費の分担に関する事項  

ホ 営業用の施設及び設備の設置主体等  

（ 新 設 ） 

 

 

 

３ 貸金業関係 

 

３－１ 登録の申請、届出関係  

（ 同 左 ） 

 

 

 

３－１－１ 登録申請書、届出書の受理 

 ⑴ 登録申請書（その添付書類を含む。以下同じ。）の提出並びに登録申請書の変更及

び廃業等の届出は、原則としてこれらを提出しようとする者の主たる営業所又は事

務所（以下「営業所等」という。）の所在地をその区域に含む貸金業協会（以下「協

会」という。）を通して提出するよう促すものとする。なお、貸金業の規制等に関す

る法律施行規則（以下「規則」という。）第３２条第１項に規定する「登録に関する

申請がその事務所に到達」した日とは、主たる営業所等の所在地を管轄する財務局

長又は福岡財務支局長（財務事務所長及び出張所長を含む。）が当該申請書を受理し

た日とする。 

⑵ 登録申請書及び変更の届出の受理に当たっては、次の事項に留意し、反している

場合にはその是正を促すものとする。  

（ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 法第４条第２項第４号に規定する「営業所又は事務所の所在地を証する書面又は

その写し」については、次によるものとする。 

  ① 営業所等（自動契約受付機及び現金自動設備を除く。）については、当該営業所

等の所有又は賃貸借の態様に応じて、登記簿謄本、固定資産税課税通知書（課税



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

物件明細の記載があるもの）、所有者からの使用承諾書（貸金業の営業所等として

使用されることを承諾する旨の記載のあるもの）、又は賃貸借契約書等 

  ② 営業所等（自動契約受付機及び現金自動設備を除く。）については、①に加えて、

営業所等の写真、地図及び見取図 

  ③ 登録申請者が設置する自動契約受付機及び店舗外現金自動設備（営業所等（現

金自動設備を除く。）の同一敷地内（隣接地を含む。）以外に設置されるものをい

う。以下同じ。）については、規則別紙様式第１号「９ 営業所等の名称及び所在

地」（第４面）をもって所在地を証する書面とすることができるものとすること 

  ④ 登録申請者の業務委託先が設置する自動契約受付機及び店舗外現金自動設備に

ついては、当該業務委託先との間で当該自動契約受付機又は店舗外現金自動設備

の利用に関して締結した契約書の写し 

 ⑷ 規則別紙様式第３号の２（記載上の注意）４により、登録申請者が電磁的記録を

提出する場合については、次によるものとする。 

  ① 氏名（カタカナ）は、半角のカタカナで記録し、姓と名の間を半角で１マス空

けること。 

  ② 氏名（漢字）は、全角で記録し、姓と名の間を全角で１マス空けること。なお、

常用漢字でない等の理由により、漢字が記録不可能なものである場合には、当該

漢字に代えて、平仮名を記録すること。 

  ③ 生年月日のうち年、月及び日については、半角の２桁で記録すること。元号に

ついては、明治の場合はM、大正の場合はT、昭和の場合はS、平成の場合はHと

記録すること。 

  ④ 性別については、男性の場合はM、女性の場合はFと記録すること。 

⑤ 種別については、役員の場合はY、重要な使用人の場合はS、貸金業務取扱主任

者の場合はKと記録すること。兼務している場合は、その双方を記録すること。 

  ⑥ 氏名（カタカナ）、氏名（漢字）、元号、年、月、日、性別及び種別の間をカン

マで区切ること。 

  （例）昭和40年２月１日生まれの貸金太郎氏（男性）が重要な使用人及び貸金業務

取扱主任者である場合には、「ｶｼｷﾝ ﾀﾛｳ,貸金 太郎,S,40,02,01,M,SK」と記録

する。 

 ⑸ 法人であって、規則第４条第３項第８号に規定するものを有しない者に対する同

項第７号に規定する「貸借対照表又はこれに代わる書面」の内容の確認、また、個

人に対する同項第９号に規定する「財産に関する調書」（以下「財産調書」という。）

の内容の確認に当たっては、必要に応じ、例えば、下記のような書面によるものと

する。 

  ① 預金が計上されている場合にあっては、取引先の金融機関が発行する残高証明

書 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 貸金業を営む意図なく貸金業の登録を受けることは、虚偽記載又は不正登録の要

件を構成するものであることから、登録申請書の受理（特に、過去に貸出実績のな

い者からの登録の更新申請）に当たっては、申請者に対しその旨を伝える等、法令

の枠内での最大限の厳正化により可能な限り悪質業者等の排除に努めるものとす

る。  

 

 

３－１－２ 登録の申請の処理  

⑴ 貸金業の規制等に関する法律施行規則（以下「規則」という。）第４条の２第２項

の規定による登録済通知書については、次により取り扱うものとする。  

① 登録済通知書の交付は、原則として協会を通して行うこと。  

② 登録番号は、財務局長（福岡財務支局長を含む。以下同じ。）ごとに、決裁を終

  ② 有価証券が計上されている場合にあっては、取引先の証券会社が発行する取引

残高報告書 

③ 土地又は建物が計上されている場合にあっては、市区町村が発行する固定資産

評価証明書又は不動産鑑定士が作成した鑑定評価書の写し 

  ④ 法人にあっては、法人税の確定申告書及び確定申告書に添付した貸借対照表の

写し 

  ⑤ 個人で青色申告している場合にあっては、所得税の確定申告書（所得税青色申

告決算書及び収支内訳書を含む。）の写し 

 ⑹ 規則別紙様式第４号（記載上の注意）５の「算出日の適正な評価価格に基づき算

出した価額」とは、土地及び建物の取得価額、固定資産評価証明書に記載された価

額又は鑑定評価書に記載された価額とする。 

 ⑺ 法第６条第１項第１１号の「暴力団員等がその事業活動を支配する者」は、暴力

団員等が自己又は他人の名義で多額の出資をし、これを背景として事業活動に相当

の影響力を及ぼしている法人のほか、例えば、融資関係、人的派遣関係又は取引関

係等を通じて、結果的に暴力団員等が事業活動に相当程度の影響力を有するに至っ

ているものが含まれ、具体的には、次の事由を有する者がこれに該当すると考えら

れる。 

  ① 暴力団員等の親族（事実上の婚姻関係にある者を含む。）又は暴力団若しくは暴

力団員と密接な関係を有する者が、登録申請者（法人の役員を含む。）又は重要な

使用人であることのほか、多額の出資又は融資を行い、事業活動に相当程度の影

響力を有していること。 

  ② 暴力団員等が、事業活動への相当程度の影響力を背景にして、名目のいかんを

問わず、多額の金品その他財産上の利益供与を受けていること、又は売買、請負、

委任その他の多額の有償契約を締結していること。 

 ⑻ 他人に成りすましたり、他人の名義を借りて貸金業登録を行ったりするなど、登

録行政庁を欺き貸金業の登録を受けることは、虚偽記載又は不正な手段による登録

となることから、特に、新規の登録申請又は過去に貸出実績のない者からの登録の

更新申請に当たっては、登録申請者（法人の役員を含む。）や重要な使用人を財務局

に招聘してヒヤリングを行ったり、営業所等の現地調査を行うなど、極力、真正で

ない登録を排除するよう努めるものとする。 

 

３－１－２ 登録の申請の処理 

 ⑴ 規則第４条の２第２項の規定による登録済通知書については、次により取り扱う

ものとする。 

  ① （ 同 左 ） 

  ② （ 同 左 ） 



 
了した順に00001号から一連番号とすること。  

③ 登録番号の（ ）書きには、登録の回数を記入すること。ただし、出資の受入

れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）附則第９

項に規定する日賦貸金業者における登録番号については、（ ）内に「Ｎ」の文字

及びその次に登録回数を記入すること。（平成１２年５月３１日までに登録されて

いる貸金業者については、次回の登録の際、「Ｎ」の文字を記入すること。）  

④ 登録がその効力を失った場合の登録番号は欠番とし、補充は行わないこと。  

⑵ 規則第４条の３第２項の規定による登録拒否通知書については、拒否の理由に該

当する法第６条第１項各号のうちの該当する号の番号又は登録申請書等の重要な事

項の虚偽の記載がある箇所若しくは重要な事実の記載の欠けている箇所を具体的に

明らかにするものとする。  

（ 新 設 ） 

 

 

⑶ 規則第６条の規定に基づき、貸金業者から登録換えの申請書等の提出があった場

合には、次により取り扱うものとする。  

① 当該申請等を受けたときは、別紙様式１により作成した意見書、従前の登録申

請書及び添付書類の写し並びに当該申請の直前に行った検査の報告書の写しを添

付して新たな登録に係る財務局長又は都道府県知事に送付するものとする。  

② 規則第６条第２項に基づく登録換通知書を受領したときは、当該貸金業者の登

録を削除するものとする。  

 

３－１－３ 変更届出の処理等  

⑴ 法第８条第２項の規定に基づき、変更に係る事項（以下「変更事項」という。）を

登録したときは、遅滞なく、その旨を別紙様式２により原則として協会を通して届

出者に通知するものとする。ただし、当該変更事項が店舗外現金自動設備に係るも

のである場合は、通知を要しないものとする。  

⑵ 変更事項が財務局の管轄区域を越える主たる営業所等の位置の変更である場合に

は、次により取り扱うものとする。  

① 当該変更届出等の提出を受けた財務局長は、上記３－１－２の⑶の①に準じて、

変更後の主たる営業所等の所在地を管轄する財務局長に当該変更届出書等を送付

するものとする。  

② 新たな登録をした財務局長は、従前の登録をした財務局長に対し規則第６条第

２項に規定する登録換通知書に準じて、登録をした旨を通知するものとし、従前

の登録をした財務局長は、当該通知があったときは、当該貸金業者の登録を削除

するとともに、必要な書類を新たな登録をした財務局長に送付するものとする。 

 

  ③ 登録番号の（ ）書きには、登録の回数を記入すること。ただし、出資の受入

れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）附則第９

項に規定する日賦貸金業者における登録番号については、（ ）内に「Ｎ」の文字

及びその次に登録回数を記入すること。 

   

④ （ 同 左 ） 

⑵ 規則第４条の３第１項の規定による登録拒否通知書については、拒否の理由に該

当する法第６条第１項各号のうちの該当する号の番号又は登録申請書等の重要な事

項の虚偽の記載がある箇所若しくは重要な事実の記載の欠けている箇所を具体的に

明らかにするものとする。  

 ⑶ 登録更新手数料について、登録の更新を拒否した場合、又は登録申請書を受け付

けた後に登録申請者から当該登録申請書の取下げがあった場合は、登録更新手数料

の返還を要しない。 

 ⑷ 規則第６条の規定に基づき、貸金業者から登録換えの申請書等の提出があった場

合には、次により取り扱うものとする。 

  ① 当該申請等を受けたときは、別紙様式１により作成した意見書、従前の登録申

請書の写し及び当該申請の直前に行った検査の報告書の写しを添付して新たな登

録に係る財務局長又は都道府県知事に送付するものとする。  

  ② （ 同 左 ） 

 

 

３－１－３ 変更届出の処理等 

 ⑴ ( 同 左 ) 

 

 

 

⑵ 変更事項が財務局の管轄区域を越える主たる営業所等の位置の変更である場合に

は、次により取り扱うものとする。  

① 当該変更届出等の提出を受けた財務局長は、上記３－１－２の⑷の①に準じて、

変更後の主たる営業所等の所在地を管轄する財務局長に当該変更届出書等を送付

するものとする。  

  ② （ 同 左 ） 

 

 

 



 
⑶ 日賦貸金業者は、出資法附則第１０項において同法附則第９項に規定する業務の

方法以外の方法により貸金業を営んではならないとされていることなどから、日賦

貸金業者以外の貸金業者から日賦貸金業者へ変更が行われる場合等においては、次

に掲げる事項に留意するものとする。  

① 日賦貸金業者以外の貸金業者から日賦貸金業者へ変更する場合 

 法第８条の規定に基づく登録変更の届出により、日賦貸金業者への変更は可能

であるが、変更前に貸し付けた出資法附則第９項に規定する業務の方法（以下「日

賦の方法」という。）以外の方法に係る貸付債権を、変更後に当該貸金業者が回収

することも、日賦の方法以外の方法により貸金業を行っているものとして、出資

法違反となること。  

② 日賦貸金業者から日賦貸金業者以外の貸金業者へ変更する場合 

 法第８条の規定に基づく登録変更の届出により、日賦貸金業者以外の貸金業者

への変更は可能であるが、変更前に日賦貸金業者として貸金業者の本則金利を超

えて貸し付けていた債権について、変更後においても引き続き当該本則金利を超

えた割合による利息を受け取った場合には、出資法違反（高金利）となること。 

 

３－１－４ 相続人による登録申請の処理 

 貸金業者が死亡した場合において、法第１０条第３項の規定により、相続人が被相

続人の死亡後６０日間の期間内に登録の申請をしたときの登録番号は、その商号又は

名称に変更がないときに限り従前の番号とするものとする。ただし、登録回数は、(1)

とするものとする。  

 

３－１－５ 登録証明書の発行 

 登録を受けた貸金業者又は貸金業者であった者から公的機関に提出する必要がある

等の理由により、その者の登録証明の申請があったときは、別紙様式３による貸金業

者登録証明を行うものとする。  

 

 

３－１－６ 貸金業者登録簿の閲覧 

 規則第９条の規定に基づく貸金業者登録簿の閲覧については、次により取り扱うも

のとする。  

① 閲覧の申出があった場合には、別紙様式４による貸金業者登録簿閲覧表に所定事

項の記入を求めるものとする。  

② 登録簿の閲覧日及び閲覧時間は、次のとおりとするものとする。  

イ 閲覧日は、土曜日及び日曜日、国民の祝日に関する法律第３条に規定する休日、

１月２日及び同月３日並びに１２月２９日から同月３１日までの日以外の日とす

 ⑶ ( 同 左 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

３－１－４ 相続人による登録申請の処理 

（ 同 左 ） 

 

 

 

 

３－１－５ 登録証明書の発行 

  登録を受けた貸金業者又は貸金業者であった者から公的機関に提出する必要がある

等の理由により、その者の登録証明の申請があったときは、別紙様式３による貸金業

者登録証明を行うものとする。ただし、登録申請書類が保存年限を経過していること

により破棄されている場合については、この限りでない。 

 

３－１－６ 貸金業者登録簿の閲覧 

（ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 



 
る。  

ロ 閲覧時間は、財務局長が指定する時間内とする。  

ハ 登録簿の整理その他必要がある場合は、上記の閲覧日又は閲覧時間を変更する

ことができるものとする。  

③ 登録簿は、財務局長が指定する閲覧場所の外に持ち出すことができないものとす

る。  

④ 次に該当する者の閲覧を停止又は拒否することができるものとする。  

イ 係員の指示に従わない者  

ロ 登録簿等を汚損若しくはき損し、又はそのおそれがあると認められる者  

ハ 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれがあると認められる者  

 

３－１－７ 登録等実績報告 

 登録等の実績について別紙様式５により財務局及び管内都道府県分を作成し、毎半

期末の翌月末日までに監督局金融会社室あて報告するものとする。 

 

３－２ 業務関係  

 貸金業者に対する法第３章の規定に係る監督に当たっては、次により取り扱うものと

する。  

 

３－２－１ 過剰貸付けの防止 

 法第１３条（過剰貸付け等の禁止）の規定に係る監督に当たっては、次に掲げる事

項に留意するものとする。  

⑴ 過剰貸付けの判断基準 

 貸金業者が貸付けを行うに当たって、当該貸付けが資金需要者の返済能力を超え

ると認められるか否かは、当該資金需要者の収入、保有資産、家族構成、生活実態

等及び金利など当該貸付けの条件により一概に判断することは困難であるが、窓口

における簡易な審査のみによって、無担保、無保証で貸し付ける場合の目処は、当

該資金需要者に対する１業者当たりの貸付けの金額について５０万円、又は、当該

資金需要者の年収額の１０％に相当する金額とすること。  

⑵ 顧客に対し、必要とする以上の金額の借入れを勧誘したり、借入意欲をそそるよ

うな勧誘をしてはならないこと。  

⑶ 無担保、無保証の貸付けを行うときは、借入申込書に借入希望額、既往借入額、

年収額等の項目を顧客自らに記入させることにより、その借入意思の確認を行うこ

と。  

⑷ 無担保、無保証の貸付けを行うときは、信用情報機関を利用して、顧客の借入状

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－１－７ 登録等実績報告 

（ 同 左 ） 

 

 

３－２ 業務関係  

貸金業者に対する法第３章の規定に係る監督に当たっては、次により取り扱うものと

する。 

 

３－２－１ 過剰貸付けの防止 

  法第１３条第１項の規定に係る監督に当たっては、次に掲げる事項について、適切

に行われるよう促すものとする。  

⑴ （ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 

⑵ 顧客に対し、必要とする以上の金額の借入れを勧誘してはならないこと。 

 

 ⑶ （ 同 左 ） 

 

 

 ⑷ （ 同 左 ） 



 
況、既往借入額の返済状況等を調査し、その調査結果を書面に記録すること。  

 

３－２－２ 取立て行為の規制 

 法第２１条第１項（取立て行為の規制。法第２４第２項、法第２４条の２第２項、

法第２４条の３第２項、法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用

する場合を含む。）の規定に係る監督に当たっては、次に掲げる事項に留意するものと

する。  

⑴ 貸金業者又は債権の取立てについて委託を受けた者等が、債務者、保証人等を威

迫する次のような言動を行ってはならないこと。  

① 暴力的な態度をとること。  

② 大声をあげたり、乱暴な言葉を使ったりすること。  

③ 多人数で押し掛けること。  

⑵ 債務者、保証人等の私生活又は業務の平穏を害する次のような言動を行ってはな

らないこと。  

① 正当な理由なく、午後９時から午前８時まで、その他不適当な時間帯に、電話

で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

② 反復継続して、電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

③ はり紙、落書き、その他いかなる手段であるかを問わず、債務者の借入れに関

する事実、その他プライバシーに関する事項等をあからさまにすること。  

④ 勤務先を訪問して、債務者、保証人等を困惑させたり、不利益を被らせたりす

ること。  

⑶ その他、債務者、保証人等に対し、次のような行為をしてはならないこと。  

① 他の貸金業者からの借入れ又はクレジットカードの使用等により弁済すること

を要求すること。  

② 債務処理に関する権限を弁護士に委任した旨の通知、司法書士法第３条第１項

第６号及び第７号に規定する業務（簡裁訴訟代理関係業務）に関する権限を同法

第３条第２項に規定する司法書士に委任した旨の通知、又は調停、破産その他裁

判手続をとったことの通知を受けた後に、正当な理由なく支払請求をすること。 

③ 法律上支払義務のない者に対し、支払請求をしたり、必要以上に取立てへの協

力を要求すること。  

④ その他正当と認められない方法によって請求をしたり取立てをすること。  

 

３－２－３ 取引関係の正常化 

 上記のほか、貸金業者の監督に当たっては、資金需要者等の利益の保護を図る観点

から、次に掲げる事項に留意するものとする。  

⑴ 債務者、保証人その他の債務の弁済を行おうとする者から、帳簿の記載事項のう

 

 

（３－２－６へ） 

 

 

 

 

（３－２－６へ） 

 

 

 

 

（ 削 除 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 削 除 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３－２－７へ） 

 

 

（３－２－７へ） 



 
ち、当該弁済に係る債務の内容について開示を求められたときに協力すること。  

⑵ 契約を締結するに際して、契約内容を文書又は口頭で十分説明すること。  

⑶ 契約を締結するに際しては、次に掲げる行為を行ってはならないこと。  

① 白紙委任状及びこれに類する書面を徴求すること。  

② 白地手形及び白地小切手を徴求すること。  

③ クレジットカードを担保等として徴求すること。  

④ 貸付け金額に比し、過大な担保を徴求すること。  

⑤ 印鑑、預貯金通帳・証書、キャッシュカード、運転免許証、健康保険証、年金

受給証等の債務者の社会生活上必要な証明書等を徴求すること。  

⑷ 包括契約を締結したとき及び当該包括契約に基づく貸付けを行ったときは、その

いずれの場合にも、その内容を明らかにする書面をその相手方に交付すること。ま

た、その書面は、債務者が自己の債務の内容を正確に把握し、弁済計画の参考とし

うる程度の一義的、具体的、明確なものであること。  

⑸ バス又は乗用車等の巡回により貸付けに関する業務の全部又は一部を営む行為

は、安全性や顧客とのトラブルの発生等の問題があることから、行ってはならない

こと。  

⑹ 顧客の信用情報について、不必要な事項の調査、調査事項の貸付け目的以外への

使用等顧客のプライバシーの侵害となるような行為は行ってはならないこと。  

⑺ 貸金業以外の業務を行っている場合において、当該貸金業以外の業務に関して貸

金業者の登録番号を使用してはならないこと。  

⑻ 社会的に過剰宣伝であると批判を浴びるような過度の広告をしてはならないこ

と。  

⑼ 貸付けの利率について、出資法に定められた上限利率にかかわらず、自らの経営

努力により、可能な限り引き下げ、もって資金需要者の負担の軽減を図るよう努め

ること。  

⑽ 法第１７条第２項の規定により、保証人となろうとする者に当該保証契約の内容

を説明する書面を交付するときは、保証人となろうとする者があらかじめ保証契約

の内容を十分理解した上で保証契約を締結するとの法の趣旨に沿って交付するこ

と。  

⑾ 法第１７条（法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、法第２４条の３第２項、

法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用する場合を含む。）に規

定する書面における規則第１４条第１項第１号イに定める事項の記載については、

保証の種類（連帯保証、根保証等）及びその効力（根保証の場合における極度額の

説明を含む。）をわかりやすく記載するなど、保証人となろうとする者が保証契約の

内容を十分理解しうる内容であること。  

 

 

（３－２－７へ） 

（３－２－２へ） 

 

 

 

 

 

 

（３－２－７へ) 

 

 

 

（３－２－７へ） 

 

 

（３－２－７へ） 

 

（３－２－７へ) 

 

（ 削 除 ) 

 

（３－２－７へ) 

 

 

（３－２－７へ) 

 

 

 

（３－２－７へ) 

 

 

 

 

 

 



 
（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

（３－２－３より） 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

（ 新 設 ） 

 

（ 新 設 ） 

 

（ 新 設 ） 

 

 

（ 新 設 ） 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

３－２－２ 貸付け又は貸付けの契約に係る債権の管理若しくは取立ての業務を行うに

当たり、偽りその他不正又は著しく不当な手段を用いることの禁止 

  法第１３条第２項の規定に該当するかどうかは、個別の事実関係に則して判断する

必要があるが、例えば、貸金業者が次のような行為を行う場合は、当該規定に該当す

るおそれが大きいことに留意する必要がある。なお、「不正な」行為とは違法な行為、

「不当な」行為とは客観的に見て、実質的に妥当性を欠く又は適当でない行為で、不

正（違法）な程度にまで達していない行為をいう。 

⑴ 契約の締結に際して、次に掲げる行為を行うこと。 

  ① 白紙委任状及びこれに類する書面を徴求すること。 

  ② 白地手形及び白地小切手を徴求すること。 

③ 印鑑、預貯金通帳・証書、キャッシュカード、運転免許証、健康保険証、年金

受給証等の債務者の社会生活上必要な証明書等を徴求すること。 

  ④ 貸付け金額に比し、過大な担保を徴求すること。  

⑤ クレジットカードを担保等として徴求すること。 

 ⑵ 貸金業の業務を行うに当たり、顧客の信用情報（個人の返済又は支払能力に関す

る情報（氏名、生年月日、住所、電話番号等の個人を識別するための情報を含む。）

をいう。以下同じ。）について、当該顧客の返済能力の調査以外の目的に使用するこ

と。 

 ⑶ 人の金融機関等の口座に無断で金銭を振り込み、当該金銭の返済に加えて、当該

金銭に係る利息その他の一切の金銭の支払を要求すること。なお、一切の金銭の支

払とは、礼金、割引料、手数料、調査料その他何らの名義をもってするを問わない。 

 ⑷ 顧客の債務整理に際して、帳簿に記載されている内容と異なった貸付金額や貸付

日などを基に残存債務の額を水増しし、和解契約を締結すること。 

 ⑸ 顧客の債務整理に際して、当該顧客から帳簿の開示を求められ、これに応じる場

合において、虚偽の回答を行うこと。 

 ⑹ 貸金業者が、架空名義若しくは借名で金融機関等に口座を開設し、又は金融機関

等の口座を譲り受け、債務の弁済に際して当該口座に振込みを行うよう要求するこ

と。 

 ⑺ 取立てに当たり、債務者及び保証人以外の者に保証人となるよう強要すること。 

 

３－２－３ 証明書の携帯 

  個別の事情にもよるが、法第１３条の２に規定する「貸金業の業務に従事する使用

人その他の従業者」には、以下の者は該当しないものと考えられる。 

① 人事、経理、総務等の内部事務に専ら従事する者 

② チラシの配布等の広告事務のみに専ら従事する者 

③ 貸付けの契約（保証契約を含む。）の締結を行わず、単に貸付けの申込みの取次



 
 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３－２－２より） 

 

 

ぎのみを行っている店舗等における業務に従事する者であって、貸金業者との間

に雇用関係のない者 

 

３－２－４ 貸付条件の広告等 

 ⑴ 法第１５条第２項に規定する「広告」とは、個別の内容に応じて判断する必要が

あるが、ある事項を随時又は継続して広く宣伝するため、一般の人に知らせること

をいい、例えば、次に掲げるものをいう。 

  ① テレビコマーシャル 

  ② 新聞紙、雑誌その他の刊行物への掲載 

  ③ 看板、立て看板、はり紙、はり札等への表示 

  ④ 広告塔、広告板、建物その他の工作物等への表示 

  ⑤ チラシ、カタログ、パンフレット、リーフレット等の配布 

  ⑥ インターネット上の表示 

 ⑵ 規則第１２条第５項に規定する「多数の者に対して同様の内容で行う勧誘」とは、

個別の内容に応じて判断する必要があるが、特定の名あて人に対して、同様の内容

のものを送付することをいい、例えば、次に掲げるものをいう。 

  ① ダイレクトメールによる、チラシ、カタログ、パンフレット、リーフレット等

の送付 

  ② 電子メールの送信 

 

３－２－５ 交渉の経過の記録 

 ⑴ 規則第１６条第１項第６号に規定する「交渉の経過の記録」とは、債権の回収に

関する記録、貸付けの契約（保証契約を含む。以下３－２－５において同じ。）の条

件の変更（当該条件の変更に至らなかったものを除く。）に関する記録等、貸付けの

契約の締結以降における貸付けの契約に基づく債権に関する交渉の経過の記録とす

る。 

 ⑵ 規則第１６条第１項第６号に規定する「交渉の経過の記録」の記載事項は、おお

むね以下の事項とする。 

  ① 交渉の相手方（債務者、保証人等の別） 

  ② 交渉日時、場所及び手法（電話、訪問、電子メール及び書面発送等の別） 

  ③ 交渉担当者（同席者等を含む。） 

  ④ 交渉内容（催告書等の書面の内容を含む。） 

 

３－２－６ 取立て行為の規制 

  法第２１条第１項（法第２４条第２項（法第２４条の６において準用する場合を含

む。）、法第２４条の２第２項（法第２４条の６において準用する場合を含む。）、法第



 
 

 

 

 

 

（３－２－２より） 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２４条の３第２項（法第２４条の６において準用する場合を含む。）、法第２４条の４

第２項（法第２４条の６において準用する場合を含む。）及び法第２４条の５第２項（法

第２４条の６において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。以下３－

２－６において同じ。）の規定に係る監督に当たっては、次に掲げる事項に留意するも

のとする。 

 ⑴ 法第２１条第１項の「威迫」に該当するかどうかは、個別の事実関係に即して判

断する必要があるが、例えば、貸金業を営む者又は債権の取立てについて貸金業を

営む者その他の者から委託を受けた者等が、債務者、保証人等に対し次のような言

動を行う場合、「威迫」に該当するおそれが大きいことに留意する必要がある。 

  ① 暴力的な態度をとること。  

  ② 大声をあげたり、乱暴な言葉を使ったりすること。  

  ③ 多人数で債務者、保証人等の居宅等に押し掛けること。 

 ⑵ 法第２１条第１項各号の規定は、「人の私生活若しくは業務の平穏を害するような

言動」の例示であり、取立て行為が同項に該当するかどうかは、当該規定に例示さ

れているもの以外のものを含め、個別の事実関係に即して判断する必要がある。当

該規定に定める事例のほか、例えば、次のような事例は、「人の私生活若しくは業務

の平穏を害するような言動」に該当するおそれが大きい。 

  ① 反復継続して、電話をかけ、電報を送達し、電子メールを送信し、若しくはフ

ァクシミリ装置を用いて送信し、又は債務者、保証人等の居宅を訪問すること。 

  ② 債務者、保証人等の居宅を訪問し、債務者、保証人等から退去を求められたに

も関わらず、長時間居座ること。 

  ③ 債務者又は保証人（以下３－２－６において「債務者等」という。）以外の者に

取立てへの協力を要求した際に、協力に応ずる意思のない旨の回答があったにも

関わらず、更に当該債務者等以外の者に対し、取立てへの協力を要求すること。 

 ⑶ 法第２１条第１項第１号、第２号及び第６号に規定する「正当な理由」とは、個

別の事実関係に即して判断すべきものであるが、例えば、以下のようなものが該当

する可能性が高い。 

  法第２１条第１項第１号 

   ① 債務者等の自発的な承諾がある場合 

   ② 債務者等と連絡をとるための合理的方法が他にない場合 

  法第２１条第１項第２号 

  ① 債務者等の自発的な承諾がある場合 

   ② 債務者等と連絡をとるための合理的方法が他にない場合 

   ③ 債務者等の連絡先が不明な場合に、債務者等の連絡先を確認することを目的

として債務者等以外の者に電話連絡をする場合。なお、この場合においても、

債務者等以外の者から電話連絡をしないよう求められたにも関わらず、更に電



 
 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

（３－２－３より） 

 

 

 

（３－２－３より） 

 

（３－２－３より） 

（３－２－３より） 

 

 

 

（３－２－３より） 

話連絡をすることは「人の私生活若しくは業務の平穏を害するような言動」に

該当するおそれが大きい。 

  法第２１条第１項第６号 

   ① 弁護士若しくは弁護士法人又は司法書士若しくは司法書士法人（以下３－２

－６において「弁護士等」という。）からの承諾がある場合 

   ② 弁護士等又は債務者等から弁護士等に対する委任が終了した旨の通知があっ

た場合 

 ⑷ 法第２１条第１項第４号及び第５号に規定する「みだりに要求すること」とは、

個別の事実関係に即して判断すべきものであるが、例えば、以下のようなものが該

当するおそれが大きい。 

  法第２１条第１項第４号 

   債務者等から法第２１条第１項第４号に規定する方法により弁済資金を調達する

意思がない旨の回答があったにも関わらず、当該債務者等に対し、更に同様の方法

により弁済資金を調達することを要求すること。 

  法第２１条第１項第５号 

   債務者等以外の者から、債務の弁済に応ずる意思がない旨の回答があったにも関

わらず、更に当該債務者等以外の者に対し、債務の弁済を要求すること。 

 ⑸ 法第２１条第１項第４号に規定する「その他これに類する方法」とは、クレジッ

トカードの使用により弁済することを要求すること等が該当すると考えられる。 

 ⑹ 法第２１条第１項第６号に規定する「司法書士若しくは司法書士法人」に委託し

た場合とは、司法書士法第３条第１項第６号及び第７号に規定する業務（簡裁訴訟

代理関係業務）に関する権限を同法第３条第２項に規定する司法書士に委任した場

合をいう。 

 

３－２－７ 取引関係の正常化 

  ３－２－１、３－２－２及び３－２－６のほか、貸金業者の監督に当たっては、法

の趣旨を踏まえ、資金需要者等の利益の保護を図る観点から、次に掲げる事項につい

て、貸金業者に対し、適切に行うよう促すものとする。 

 ⑴ 債務者、保証人その他の債務の弁済を行おうとする者から、帳簿の記載事項のう

ち、当該弁済に係る債務の内容について開示を求められたときに協力すること。 

 ⑵ 契約を締結するに際して、契約内容を文書又は口頭で十分説明すること。 

 ⑶ 包括契約を締結したとき及び当該包括契約に基づく貸付けを行ったときは、その

いずれの場合にも、その内容を明らかにする書面をその相手方に交付すること。ま

た、その書面は、債務者が自己の債務の内容を正確に把握し、弁済計画の参考とし

うる程度の一義的、具体的、明確なものであること。 

 ⑷ 法第１７条第２項の規定により、保証人となろうとする者に当該保証契約の内容



 
 

 

 

（３－２－３より） 

 

 

 

 

 

（３－２－３より） 

 

 

（３－２－３より） 

 

（３－２－３より） 

 

（３－２－３より） 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

  

３－２－４ 日賦貸金業者の監督 

 上記のほか、日賦貸金業者の監督に当たっては、日賦貸金業者は他の貸金業者に比

して債権の回収にコストがかかることなどを考慮して出資法の上限金利の特例が認め

られているという趣旨に鑑み、また、資金需要者等の利益の保護等を図る観点から、

次に掲げる事項に留意するものとする。  

⑴ 出資法附則第９項第１号において、日賦貸金業者の貸付けの相手方が主として営

む業種は、物品販売業、物品製造業、サービス業に限られているが、業種の判断に

を説明する書面を交付するときは、その内容を十分に理解しうるよう説明を尽くす

など、保証人となろうとする者があらかじめ保証契約の内容を十分理解した上で保

証契約を締結するとの法の趣旨に沿って交付すること。 

 ⑸ 法第１７条（法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、法第２４条の３第２項、

法第２４条の４第２項及び法第２４条の５第２項において準用する場合を含む。）に

規定する書面における規則第１４条第１項第１号イに定める事項の記載について

は、保証の種類（連帯保証、根保証等）及びその効力（根保証の場合における極度

額の説明を含む。）をわかりやすく記載するなど、保証人となろうとする者が保証契

約の内容を十分理解しうる内容であること。 

 ⑹ バス又は乗用車等の巡回により貸付けに関する業務の全部又は一部を営む行為

は、安全性や顧客とのトラブルの発生等の問題があることから、行ってはならない

こと。 

⑺ 顧客の信用情報について、不必要な事項の調査、調査事項の貸付け目的以外への

使用等顧客のプライバシーの侵害となるような行為は行ってはならないこと。 

⑻ 貸金業以外の業務を行っている場合において、当該貸金業以外の業務に関して貸

金業者の登録番号を使用してはならないこと。 

 ⑼ 貸付けの利率について、出資法に定められた上限利率に関わらず、自らの経営努

力により、可能な限り引き下げ、もって資金需要者の負担の軽減を図るよう努める

こと。 

 

３－２－８ 支払を催告するための書面の記載事項 

  法第２１条第２項に規定する支払を催告するための書面又はこれに代わる電磁的記

録については、次によるものとする。 

 ⑴ 法第２１条第２項第１号に規定する「住所」及び「電話番号」については、それ

ぞれ、当該債権を管理する部門又は営業所等に係るものを記載すること。 

 ⑵ 法第２１条第２項第２号に規定する「当該書面又は電磁的記録を送付する者の氏

名」については、当該債権を管理する部門又は営業所等において、当該債権を管理

する者の氏名を記載すること。 

 

３－２－９ 日賦貸金業者の監督 

（ 同 左 ） 

 

 

 

 

 



 
ついては、原則として、日本標準産業分類表を参考とすること。 

   例えば、日賦貸金業者が、建設業者、不動産業者、サラリーマン、主婦等に貸し

付けることは、出資法違反となること。  

⑵ 日賦貸金業者の貸付けの相手方が常時使用する従業員の数は５人以下とされてい

るが、常時使用する従業員数の算定に当たっては、正社員に限らず、臨時雇用であ

っても、数ヶ月程度の期間にわたり雇用されている場合などにおいては、実態に即

して常時使用する従業員に含むものであること。  

⑶ 出資法附則第９項第２号において、返済期間は１００日以上と定められているが、

当初の契約における返済期間が１００日以上であったとしても、日賦貸金業者側が

貸付けの相手方に債務の借換えをさせたり、正当な理由なく期限の利益を喪失させ

るなどして繰上弁済をさせるなどにより、事後的に返済期間が１００日未満となっ

ている場合には、出資法違反となる場合があること。  

⑷ 出資法附則第９項第３号において、日賦貸金業者は返済期間の１００分の５０以

上の日数にわたり、かつ、貸付けの相手方の営業所又は住所において自ら集金する

よう定められているが、取立て日数の割合の算定に当たっては、貸付けの相手方が

貸金業者の営業所に自ら返済金を持参し、それを受領したとしても取立て日数には

算入されず、実際に相手方に訪問した日数のみを算入するものであること。 

   なお、日賦貸金業者が集金のため相手方に訪問したものの集金できなかった場合

には、帳簿等に訪問日時が記載されているなど、集金のために訪問したことが客観

的に明らかになっている場合に限り、取立て日数に算入するものであること。 

   また、土・日・祝祭日など日賦貸金業者又は債務者の休日であっても、相手方に

集金のため訪問しなかった場合には取立て日数の割合の算定には考慮されないこ

と。  

⑸ 数日分の返済金をまとめて前受けした場合、受領した金銭のうち１日当たり０．

１５％の割合により算出された出資法上の上限利息を超えた部分を元本に充当せ

ず、利息として受領した場合には、受領時点において出資法違反（高金利）となる

こと。  

⑹ いわゆる日賦償還表を法第１８条の受取証書としている場合（法第１８条第１項

各号に掲げる事項がもれなく記載されており、かつ、貸付けの相手方が当該償還表

を保有している場合に限る。）においては、返済金を前受けした場合や遅延損害金等

を受領した場合など当初の日賦償還表の償還スケジュールに変更があった場合に

は、当該日以降の償還表の記載事項の変更を行うか、又は、当該日以降返済を受け

た都度、法第１８条の受取証書を交付する必要があること。 

   また、貸付けの相手方から、返済の都度、個別に受取証書を交付するよう請求が

あった場合には、個別に受取証書を交付しなければならないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３ 監督関係  

 法第５章（立入検査関係を除く。）の規定に基づく、貸金業者の監督については、以

下のとおり取り扱うものとする。 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

３－３－１ 営業所等の所在の確知 

 法第３８条の規定により営業所等の所在を確知するため必要な場合には、法第４２

条第１項の規定に基づき、別紙様式６による営業所等の所在報告書、営業所等に関す

る権利を証する書面又は営業所等の地図等の報告を求めるものとする。  

 

３－３－２ 行政処分の連絡 

 行政処分を行った場合の関係官署への関係資料の送付については、次により取り扱

うものとする。  

 

３－３ 貸金業務取扱主任者関係  

貸金業者に対する法第３章の２の規定に係る監督に当たっては、以下のとおり取り扱

うものとする。 

 

３－３－１ 貸金業務取扱主任者制度の適正な運営 

  法第２４条の７の規定に係る監督に当たっては、以下のとおり取り扱うものとする。 

⑴ 債務者等から苦情が寄せられた場合は、申出人の意向を確認させるなどの方法に

より事実を確認させ、業務体制の見直しを行わせるなど、貸金業務取扱主任者をし

て、当該営業所等の従事者に対し、法令を遵守させ、業務を適正に実施させるよう、

貸金業者を監督するものとする。 

⑵ 法第２４条の７第８項に規定する２週間以内の届出については、規則第２６条の

２６第２項の書面を貸金業者が受領した日を起算日とする。 

⑶ 規則（平成１５年内閣府令第９５号）附則第３条第２項に規定する「新貸金業規

制法施行規則第２６条の２６第１項第１号に掲げる事項に関する研修」とは、全国

貸金業協会連合会が行った「金融取引管理者認定研修」とする。 

 

３－４ 監督関係  

 法第５章（立入検査関係を除く。）の規定に基づく、貸金業者の監督に当たっては、以

下のとおり取り扱うものとする。 

 

３－４－１ 虚偽報告 

  法第３６条第８号に規定する「この法律の規定に基づく内閣総理大臣又は都道府県

知事の処分に違反したとき」には、法第４２条第１項の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をした場合も含まれる。 

 

３－４－２ 営業所等の所在の確知 

  法第３８条第１項の規定により営業所等の所在を確知するため必要な場合には、法

第４２条第１項の規定に基づき、別紙様式６による営業所等の所在報告書、営業所等

に関する権利を証する書面又は営業所等の地図等の報告を求めるものとする。 

 

３－４－３ 行政処分の連絡 

  行政処分を行った場合の関係官署への関係資料の送付については、次により取り扱

うものとする。 



 
（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 業務停止処分の場合（法第３６条）  

① 業務停止処分を行った場合には、監督局金融会社室及び業務停止処分を受けた

貸金業者の営業所等の所在する都道府県（当該営業所等が他財務局の管内に所在

する場合には、当該財務局経由）あて関係資料を送付するものとする。  

② 都道府県から業務停止処分を行った関係資料の送付を受けた場合には、監督局

金融会社室あて当該関係資料の写しを送付するものとする。  

⑵ 登録取消し処分の場合（法第３７条、３８条）  

① 登録の取消し処分を行った場合には、監督局金融会社室、管内都道府県及び他

の財務局あて関係資料を送付するものとする。また、当該関係資料の送付を受け

た財務局は、その管内の都道府県あて当該関係資料の写しを送付するものとする。

なお、当該貸金業者が法人である場合には、当該取消しの日前３０日以内の役員

の氏名に関する資料もあわせて送付するものとする。  

② 都道府県から登録の取消し処分を行った関係資料の送付を受けた場合には、監

督局金融会社室、管内都道府県及び他の財務局あて当該関係資料の写しを送付す

るものとする。また、当該関係資料の写しの送付を受けた財務局は、その管内の

都道府県あて当該関係資料の写しを送付するものとする。  

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 登録を拒否した場合（法第６条） 

  ① 登録（更新を含む。）の拒否を行った場合には、監督局金融会社室、管内都道府

県及び他の財務局あて関係資料を送付するものとする。また、当該関係資料の送

付を受けた財務局は、その管内の都道府県あて当該関係資料の写しを送付するも

のとする。 

  ② 都道府県から登録の拒否を行った関係資料の送付を受けた場合には、監督局金

融会社室、管内都道府県及び他の財務局あて関係資料の写しを送付するものとす

る。また、当該関係資料の写しの送付を受けた財務局は、その管内の都道府県あ

て当該関係資料の写しを送付するものとする。 

⑵ 業務停止処分の場合（法第３６条）  

① 業務停止処分を行った場合には、監督局金融会社室及び業務停止処分を受けた

貸金業者の営業所等の所在する都道府県（当該営業所等が他の財務局の管内に所

在する場合には、当該財務局経由）あて関係資料を送付するものとする。  

② 都道府県から業務停止処分を行った関係資料の送付を受けた場合には、監督局

金融会社室あて当該関係資料の写しを送付するものとする。  

⑶ （ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４－４ 登録取消し処分に係る聴聞の通知後、当該処分に係る決定までの間に廃業

等の届出があった場合等の連絡（法第６条第１項第７号、規則第５条の２） 

  規則第５条の２に該当する者があった場合における関係官署への関係資料の送付に

ついては、次により取り扱うものとする。 

 (1) 規則第５条の２に係る該当者があった場合には、監督局金融会社室、管内都道府

県及び他の財務局あて別紙様式７を送付するものとする。また、当該別紙様式７の

送付を受けた財務局は、その管内の都道府県あて当該別紙様式７の写しを送付する

ものとする。 

 (2) 都道府県から、規則第５条の２に係る該当者の関係資料の送付を受けた場合に

は、監督局金融会社室、管内都道府県及び他の財務局あて当該資料の写しを送付す



 
 

 

 

３－３－３ 事業報告書の金融庁への送付 

 貸金業者から法第４１条の２の規定に基づき事業報告書及び参考書類の提出があっ

たときは、事業報告書（「６ 貸付金の金額別内訳」の（記載上の注意）で併せて提出

する書類を含む。）の副本及び参考書類各１部を提出期限後１０日以内に、監督局金融

会社室あて送付するものとする。また、管轄区域内の都道府県知事から事業報告書の

副本及び参考書類の送付を受けたときは、速やかに監督局金融会社室あて送付するも

のとする。  

 

３－３－４ 業務報告書の徴収  

⑴ 貴財務局に登録をした貸金業者から、法第４２条第１項の規定に基づき、毎年３

月末における業務報告書を別紙様式７により毎年６月末までに徴収するものとす

る。  

⑵ 当該貸金業者が資本金１千万円以上の法人である場合には、直前決算期の貸借対

照表及び損益計算書（様式自由）を添付資料として併せて徴収するものとする。  

（ 新 設 ） 

 

 

⑶ 業務報告書は、原則として、当該業務報告書を提出しようとする貸金業者の主た

る営業所等の所在地をその区域に含む協会を通して提出するよう求めるものとす

る。  

 

３－３－５ 業務報告書の金融庁への提出 

 貸金業者の業務報告書の写しについては、毎年７月末までに、監督局金融会社室あ

て送付するものとする。 

  また、管轄区域内の都道府県知事から業務報告書の写しの送付を受けたときは、速

やかに監督局金融会社室あて送付するものとする。 

  なお、送付に当たっては、貸付残高５００億円超の貸金業者の業務報告書と貸付残

高５００億円以下の貸金業者の業務報告書を区分して送付するものとする 

 
 
（ 新 設 ） 

 

 

るものとする。また、当該関係資料の写しを受けた財務局は、その管内の都道府県

あて当該関係資料の写しを送付するものとする。 

 

３－４－５ 事業報告書の金融庁への送付 

 貸金業者から法第４１条の２の規定に基づき事業報告書及び参考書類の提出があっ

たときは、事業報告書（「６ 貸付金の金額別内訳」の（記載上の注意）で併せて提出

する書類を含む。）の副本及び参考書類各１部を提出期限後１０日以内に、監督局金融

会社室あて送付するものとする。また、管内都道府県知事から事業報告書の副本及び

参考書類の送付を受けたときは、速やかに監督局金融会社室あて送付するものとする。 

 

 

３－４－６ 業務報告書の徴収 

 ⑴ 財務局に登録をした貸金業者から、法第４２条第１項の規定に基づき、毎年３月

末における業務報告書を別紙様式８により毎年６月末までに徴収するものとする。 

 

 ⑵ （ 同 左 ） 

 

 ⑶ 当該貸金業者が個人又は資本金１千万円未満の法人である場合には、必要に応じ

て、それぞれ、財産調書又は貸借対照表及び損益計算書（様式自由）を添付資料と

して併せて徴収するものとする。 

 ⑷ 業務報告書は、原則として、当該業務報告書を提出しようとする貸金業者の主た

る営業所等の所在地をその区域に含む協会を通して提出するよう促すものとする。 

 

 

３－４－７ 業務報告書の金融庁への提出 

  貸金業者の業務報告書の写しについては、毎年７月末までに、監督局金融会社室あ

て送付するものとする。 

  また、管内都道府県知事から業務報告書の写しの送付を受けたときは、速やかに監

督局金融会社室あて送付するものとする。 

  なお、送付に当たっては、貸付残高５００億円超の貸金業者の業務報告書と貸付残

高５００億円以下の貸金業者の業務報告書を区分して送付するものとする。 

 

３－５ 登録等に関する意見聴取  

 法第４４条の３の規定に基づく、登録等に関する意見聴取については、以下のとおり

取り扱うものとする。また、同条の規定に基づく、登録等に関する意見聴取のうち都道



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府県に係るものについては、地方自治法第２４５条の４の規定に基づき、各都道府県知

事に対して、その事務の運営について、同趣旨の助言、勧告を行っているので、参考と

されたい。 

 

３－５－１ 登録に関する意見聴取 

  法第５条第１項の規定による登録（更新を含む。）について、法第４４条の３第１項

の警察庁長官（都道府県にあっては、当該都道府県を所管する警視総監又は道府県警

察本部長（以下「警察本部長」という。））の意見を聴取するときは、次により取り扱

うものとする。 

 ⑴ 警察庁長官（都道府県にあっては、警察本部長）への意見聴取は、監督局金融会

社室を経由して（都道府県にあっては、直接）、次の各号に掲げるものをそれぞれ当

該各号に掲げるところにより、警察庁（都道府県にあっては、当該都道府県を所管

する警視庁又は道府県警察本部（以下「警察本部」という。））暴力団対策主管課に

送付することにより行うものとする。 

  ① 別紙様式９により作成した文書  郵送等による送付 

  ② 登録申請書（規則別紙様式第１号に係る部分に限る。）の写し  郵送等による

送付（①の文書に添付するものとする。） 

③ 規則別紙様式第３号の２（記載上の注意）４により作成されたＣＳＶ形式（エ

クセル等）の電磁的記録  電子メールの送信（都道府県にあっては、電磁的記

録の送付方法については、フロッピーディスクの受渡し、電子メールの送信等、

適宜、警察本部暴力団対策主管課とあらかじめ取り決めた方法。なお、フロッピ

ーディスク、電子メール等においては、①の文書の文書番号のほか、法第３条の

登録を受けようとする者の商号、名称又は氏名を明らかにするものとする。） 

 ⑵ ⑴③の電磁的記録は、規則別紙様式第３号の２（記載上の注意）４により、法第

４条の規定による登録申請者が作成したものがあるときは、これに代えることがで

きる。 

 ⑶ 監督局金融会社室は、財務局から⑴①から③までに掲げるものの提出を受けたと

きは、遅滞なく、これらを警察庁暴力団対策主管課に送付するものとする。 

 ⑷ 警察庁長官（都道府県にあっては、警察本部長）からは、監督局金融会社室を経

由して（都道府県にあっては、直接）、該当する事由の有無について、別紙様式 10

又は11により、文書で意見が陳述される。当該意見に関する問合せがある場合につ

いては、財務局（都道府県にあっては、都道府県貸金業担当部局）から警察庁（都

道府県にあっては、警察本部）暴力団対策主管課に対してその旨問い合わせるもの

とする。 

 ⑸ 意見陳述がなされた場合にあっては、財務局（都道府県にあっては、当該都道府

県）は、監督局金融会社室経由で（都道府県にあっては、直接）、おおむね３か月ご



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とに別紙様式12により登録又は登録拒否の結果を警察庁（都道府県にあっては、警

察本部）暴力団対策主管課に通知するものとする。 

 

３－５－２ 変更登録に関する意見聴取 

  法第８条第２項の変更登録について、法第４４条の３第１項の警察庁長官（都道府

県にあっては、警察本部長）の意見を聴取するときは、次により取り扱うものとする。 

 ⑴ 警察庁長官（都道府県にあっては、警察本部長）への意見聴取は、３－５－１の

例により行うものとする。 

 ⑵ なお、既に貸金業務取扱主任者に選任されている者がその営業所等以外の営業所

等の貸金業務取扱主任者に選任されたことに伴い、法第８条第２項の登録をしよう

とする場合においては、当該貸金業務取扱主任者について既に法第４４条の３第１

項の規定による意見聴取が行われていることが確認される場合には、同項の規定に

よる意見聴取を行わないことができる。 

 

３－５－３ 業務停止又は登録取消しに関する意見聴取 

  法第３６条の命令又は法第３７条第１項の登録の取消しについて、法第４４条の３

第２項の警察庁長官（都道府県にあっては、警察本部長）の意見を聴取するときは、

次により取り扱うものとする。 

 ⑴ 法第４４条の３第２項の意見聴取は、貸金業者（法人の役員を含む。）又は重要な

使用人その他の従業者のうちに同条第１項の意見陳述事由（以下単に「意見陳述事

由」という。）又は同条第２項の意見陳述事実（以下単に「意見陳述事実」という。）

に係る者（以下「照会対象者」という。）がいるおそれがある場合に行うものとする。 

 ⑵ 警察庁長官（都道府県にあっては、警察本部長）への意見聴取は、次の各号に掲

げるものをそれぞれ当該各号に掲げるところにより、監督局金融会社室を経由して

（都道府県にあっては、直接）、警察庁長官（都道府県にあっては、警察本部長）に

送付することにより行うものとする。 

  ① 別紙様式13により作成した文書  郵送等による送付 

  ② 登録申請書（規則別紙様式第１号に係る部分に限る。）の写し  郵送等による

送付（①の文書に添付するものとする。） 

③ 規則別紙様式第３号の２（記載上の注意）４により、照会対象者について、Ｃ

ＳＶ形式（エクセル等）で作成された電磁的記録  電子メールの送信（都道府

県にあっては、電磁的記録の送付方法については、フロッピーディスクの受渡し、

電子メールの送信等、３－５－１⑴③によりあらかじめ取り決めた方法。なお、

フロッピーディスク、電子メール等においては、①の文書の文書番号のほか、貸

金業者の商号、名称又は氏名を明らかにするものとする。） 

 ⑶ 監督局金融会社室は、財務局から(2)①から③までに掲げるものの提出を受けたと



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４，５  貸金業協会に対する監督、信用情報機関  

 協会に対する法第４章の規定に係る監督及び法第３０条第１項の規定に基づく協会が

行う信用情報に関する機関の設置又は指定に関する監督に当たっては、資金需要者等の

保護の観点から、地方自治法第２４５条の４の規定に基づき、各都道府県知事に対して、

その事務の運営について、以下のとおり助言、勧告を行っているので、参考とされたい。

 また、信用情報機関の会員による信用情報の取扱いに当たっては、下記二２に掲げる

事項に留意されたい。  

 

一 貸金業協会に対する監督 

 貸金業協会に対する法第４章の規定に係る監督に当たっては、資金需要者等の保護

きは、遅滞なく、これらを、次の各号に掲げる事項に応じて、それぞれ当該各号に

掲げる警察庁担当課に送付するものとする（都道府県にあっては、当該都道府県は、

⑵①から③までに掲げるものを、次の各号に掲げる事項に応じて、それぞれ当該各

号に掲げる警察本部担当課に送付するものとする。）。 

  ① 意見陳述事由に係るもの  暴力団対策主管課 

  ② 意見陳述事実に係るもの  生活経済主管課 

 ⑷ 警察庁長官（都道府県にあっては、警察本部長）からは、監督局金融会社室を経

由して（都道府県にあっては、直接）、該当する事由の有無について、別紙様式 14

又は15により、文書で意見が陳述される。 

 ⑸ 財務局（都道府県にあっては、当該都道府県）は、意見陳述事由又は意見陳述事

実があることを理由として、法第３７条第１項の登録の取消しを行うときは、必要

に応じ、警察庁（都道府県にあっては、警察本部）に対して、監督局金融会社室を

経由して（都道府県にあっては、直接）、聴聞時における警察官の同席を求めること

ができる。 

 ⑹ 意見陳述がなされた場合にあっては、財務局（都道府県にあっては、当該都道府

県）は、監督局金融会社室を経由して（都道府県にあっては、直接）、おおむね３か

月ごとに別紙様式 16 により法第３６条の命令又は法第３７条第１項の登録取消し

の可否の結果を警察庁（都道府県にあっては、警察本部）暴力団対策主管課及び生

活経済主管課に通知するものとする。 

 

３－５－４ 警察庁長官等からの意見 

  法第４４条の４の警察庁長官（都道府県にあっては、警察本部長）からの意見は、

監督局金融会社室を経由して（都道府県にあっては、直接）、別紙様式17 により行わ

れる。 

 

３－６ 貸金業協会に対する監督、信用情報機関  

（ 同 左 ）  

 

 

 

 

 

 

一 貸金業協会に対する監督 

（ 同 左 ） 



 
の観点から、次に掲げる事項に留意されたい。  

１ 業務に関する事項  

⑴ 法第１３条及び下記の留意事項の趣旨に沿って、貸付けに関する自主規制基準

を作成しているか。  

イ 過剰貸付けの判断基準 

     貸金業者が貸付けを行うに当たって、当該貸付けが資金需要者の返済能力を

超えると認められるか否かは、当該資金需要者の収入、保有資産、家族構成、

生活実態等及び金利など当該貸付けの条件により一概に判断することは困難で

あるが、窓口における簡易な審査のみによって、無担保、無保証で貸し付ける

場合の目処は、当該資金需要者に対する１業者当たりの貸付けの金額について

５０万円、又は、当該資金需要者の年収額の１０％に相当する金額とすること。 

ロ 顧客に対し、必要とする以上の金額の借入れを勧誘したり、借入意欲をそそ

るような勧誘をしてはならないこと。  

ハ 無担保、無保証の貸付けを行うときは、借入申込書に借入希望額、既往借入

額、年収額等の項目を顧客自らに記入させることにより、その借入意思の確認

を行うこと。  

ニ 無担保、無保証の貸付けを行うときは、信用情報機関を利用して、顧客の借

入状況、既往借入額の返済状況等を調査し、その調査結果を書面に記録するこ

と。  

⑵ 法第２１条第１項（法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、法第２４条の

３第２項、法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用する場合

を含む。）及び下記の留意事項の趣旨に沿って、取立て行為の自主規制基準を作成

しているか。  

 

 

 

イ 貸金業者又は債権の取立てについて委託を受けた者等が、債務者、保証人等

を威迫する次のような言動を行ってはならないこと。  

 

 

 

① 暴力的な態度をとること。  

② 大声をあげたり、乱暴な言葉を使ったりすること。  

③ 多人数で押し掛けること。  

ロ 債務者、保証人等の私生活又は業務の平穏を害する次のような言動を行って

はならないこと。  

 

１ 業務に関する事項 

⑴ 法第１３条第１項及び下記の留意事項の趣旨に沿って、貸付けに関する自主規

制基準を作成しているか。  

イ （ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 

ロ 顧客に対し、必要とする以上の金額の借入れを勧誘してはならないこと。 

 

ハ （ 同 左 ） 

 

 

ニ （ 同 左 ） 

 

 

  ⑵ 法第２１条第１項（法第２４条第２項（法第２４条の６において準用する場合

を含む。）、法第２４条の２第２項（法第２４条の６において準用する場合を含

む。）、法第２４条の３第２項（法第２４条の６において準用する場合を含む。）、

法第２４条の４第２項（法第２４条の６において準用する場合を含む。）及び法第

２４条の５第２項（法第２４条の６において準用する場合を含む。）において準用

する場合を含む。以下⑵において同じ。）及び下記の留意事項の趣旨に沿って、取

立て行為の自主規制基準を作成しているか。 

   イ 法第２１条第１項の「威迫」に該当するかどうかは、個別の事実関係に即し

て判断する必要があるが、例えば、貸金業を営む者又は債権の取立てについて

貸金業を営む者その他の者から委託を受けた者等が、債務者、保証人等に対し

次のような言動を行う場合、「威迫」に該当するおそれが大きいことに留意する

必要がある。 

    ① （ 同 左 ）  

    ② （ 同 左 ）  

    ③ 多人数で債務者、保証人等の居宅等に押し掛けること。 

（ 削 除 ） 

 



 
① 正当な理由なく、午後９時から午前８時まで、その他不適当な時間帯に、

電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

② 反復継続して、電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

③ はり紙、落書き、その他いかなる手段であるかを問わず、債務者の借入れ

に関する事実、その他プライバシーに関する事項等をあからさまにすること。 

④ 勤務先を訪問して、債務者、保証人等を困惑させたり、不利益を被らせた

りすること。  

ハ その他、債務者、保証人等に対し、次のような行為をしてはならないこと。 

① 他の貸金業者からの借入れ又はクレジットカードの使用等により弁済する

ことを要求すること。  

② 債務処理に関する権限を弁護士に委任した旨の通知、司法書士法第３条第

１項第６号及び第７号に規定する業務（簡裁訴訟代理関係業務）に関する権

限を同法第３条第２項に規定する司法書士に委任した旨の通知、又は調停、

破産その他裁判手続をとったことの通知を受けた後に、正当な理由なく支払

請求をすること。  

③ 法律上支払義務のない者に対し、支払請求をしたり、必要以上に取立てへ

の協力を要求すること。  

④ その他正当と認められない方法によって請求をしたり取立てをすること。 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 削 除 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ロ 法第２１条第１項各号の規定は、「人の私生活若しくは業務の平穏を害するよ

うな言動」の例示であり、取立て行為が同項に該当するかどうかは、当該規定

に例示されているもの以外のものを含め、個別の事実関係に即して判断する必

要がある。当該規定に定める事例のほか、例えば、次のような事例は、「人の私

生活若しくは業務の平穏を害するような言動」に該当するおそれが大きい。 

    ① 反復継続して、電話をかけ、電報を送達し、電子メールを送信し、若しく

はファクシミリ装置を用いて送信し、又は債務者、保証人等の居宅を訪問す

ること。 

    ② 債務者、保証人等の居宅を訪問し、債務者、保証人等から退去を求められ

たにも関わらず、長時間居座ること。 

    ③ 債務者又は保証人（以下「債務者等」という。）以外の者に取立てへの協力

を要求した際に、協力に応ずる意思のない旨の回答があったにも関わらず、

更に当該債務者等以外の者に対し、取立てへの協力を要求すること。 

ハ 法第２１条第１項第１号、第２号及び第６号に規定する「正当な理由」とは、

個別の事実関係に即して判断すべきものであるが、例えば、以下のようなもの

が該当する可能性が高い。 

    法第２１条第１項第１号 

     ① 債務者等の自発的な承諾がある場合 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

⑶ 広告に関する規制のための機関を設置しているか。また、法第１６条の趣旨に

沿って、広告の自主規制基準を作成し、各貸金業者の広告を当該基準に照らし審

査しているか。  

 

２ 苦情処理  

     ② 債務者等と連絡をとるための合理的方法が他にない場合 

    法第２１条第１項第２号 

    ① 債務者等の自発的な承諾がある場合 

     ② 債務者等と連絡をとるための合理的方法が他にない場合 

     ③ 債務者等の連絡先が不明な場合に、債務者等の連絡先を確認することを

目的として債務者等以外に電話連絡をする場合。なお、この場合において

も、債務者等以外の者から電話連絡をしないよう求められたにも関わらず、

更に電話連絡をすることは「人の私生活若しくは業務の平穏を害するよう

な言動」に該当するおそれが大きい。 

    法第２１条第１項第６号 

     ① 弁護士若しくは弁護士法人又は司法書士若しくは司法書士法人（以下「弁

護士等」という。）からの承諾がある場合 

     ② 弁護士等又は債務者等から弁護士等に対する委任が終了した旨の通知が

あった場合 

   ニ 法第２１条第１項第４号及び第５号に規定する「みだりに要求すること」と

は、個別の事実関係に即して判断すべきものであるが、例えば、以下のような

ものが該当するおそれが大きい。 

    法第２１条第１項第４号 

     債務者等から法第２１条第１項第４号に規定する方法により弁済資金を調達

する意思がない旨の回答があったにも関わらず、当該債務者等に対し、更に同

様の方法により弁済資金を調達することを要求すること。 

    法第２１条第１項第５号 

     債務者等以外の者から、債務の弁済に応ずる意思がない旨の回答があったに

も関わらず、更に当該債務者等以外の者に対し、債務の弁済を要求すること。 

   ホ 法第２１条第１項第４号に規定する「その他これに類する方法」とは、クレ

ジットカードの使用により弁済することを要求すること等が該当すると考えら

れる。 

   へ 法第２１条第１項第６号に規定する「司法書士若しくは司法書士法人」に委

託した場合とは、司法書士法第３条第１項第６号及び第７号に規定する業務（簡

裁訴訟代理関係業務）に関する権限を同法第３条第２項に規定する司法書士に

委任した場合をいう。 

  ⑶ （ 同 左 ） 

 

 

 

２ 苦情処理  



 
⑴ 苦情の処理を円滑に行うため、公正な第三者を含めた苦情処理機関を設置して

いるか。  

⑵ 会員である貸金業者に係る苦情の処理を積極的、かつ、効率的に行っているか。 

⑶ 会員以外の貸金業者に係る苦情の申出があった場合にも、積極的にこれを受け

付け、その解決に努めているか。  

⑷ 苦情に係る貸金業者が苦情の解決に協力的でない場合には、その旨当該貸金業

者の営業所等の所在地を管轄する財務局、都道府県、警察又は弁護士会等に連絡

し協力を求めるなどして、その解決に努めているか。  

⑸ 苦情処理の結果等について、会員及び会員外の貸金業者に対して周知させるた

め、研修、会報等による紹介、事例集等の作成・配付等を行っているか。  

 

３ 研修  

⑴ 貸金業の規制に関する法令、信用情報機関の利用その他貸金業の適正な運営の

ために必要な事項について、毎年１回以上研修を実施し、この計画を貸金業者に

周知しているか。  

⑵ 会員以外の貸金業者に対しても研修を受講させるよう努めているか。  

 

４ 研修に係る報告徴収 

   法第３５条第１項の規定に基づき、事業年度開始前に研修の実施計画を、年度終

了後に研修の実績報告を、それぞれ協会から徴収されたい。  

 

二 信用情報関係  

１ 信用情報機関 

   法第３０条第１項の規定に基づき、協会が行う信用情報に関する機関（以下「機

関」という。）の設置又は指定に関する監督に当たっては、機関について次に掲げる

事項に留意されたい。  

⑴ 業務運営の基本的考え方 

    機関は、消費者信用の健全な発展に資するため、過剰貸付けの防止、多重債務

者発生の防止等その公共的使命を十分認識し、信用情報（個人の返済又は支払い

能力に関する情報をいう。以下同じ。）の整備・充実に努めることが肝要である。

その業務を行うに当たっては、公正かつ的確な業務運営に努めるとともに、信用

情報が目的外に使用されることを防止するなど、プライバシー保護に配慮した適

正な業務運営体制を整備する必要がある。  

 

⑵ 会員 

    機関は、信用情報の目的外使用の防止等の観点から、機関の提供する信用情報

⑴ （ 同 左 ） 

 

⑵ （ 同 左 ） 

⑶ 会員以外の貸金業を営む者に係る苦情の申出があった場合にも、積極的にこれ

を受け付け、その解決に努めているか。  

⑷ 苦情に係る貸金業を営む者が苦情の解決に協力的でない場合には、その内容に

応じて、財務局、都道府県、警察又は弁護士会等に連絡し協力を求めるなどして、

その解決に努めているか。  

⑸ （ 同 左 ） 

 

 

３ 研修 

  ⑴ 貸金業の規制に関する法令、信用情報機関の利用その他貸金業の適正な運営の

ために必要な事項について、毎年１回以上、法第２９条に規定する研修を実施し、

この計画を貸金業者に周知しているか。 

  ⑵ （ 同 左 ） 

 

４ 研修に係る報告徴収 

   法第３５条第１項の規定に基づき、事業年度開始前に法第２９条に規定する研修

の実施計画を、年度終了後に研修の実績報告を、それぞれ協会から徴収されたい。 

 

二 信用情報関係  

１ 信用情報機関 

（ 同 左 ） 

 

 

  (1) 業務運営の基本的考え方 

    機関は、消費者信用の健全な発展に資するため、過剰貸付けの防止、多重債務

者発生の防止等その公共的使命を十分認識し、信用情報（個人の返済又は支払能

力に関する情報（氏名、生年月日、住所、電話番号等の個人を識別するための情

報を含む。）をいう。以下同じ。）の整備・充実に努めることが肝要である。その

業務を行うに当たっては、公正かつ的確な業務運営に努めるとともに、信用情報

が目的外に使用されることを防止するなど、プライバシー保護に配慮した適正な

業務運営体制を整備する必要がある。 

⑵ （ 同 左 ） 

 



 
を使用しうる信用供与者（以下「会員」という。）の範囲又は要件を明確にすると

ともに、会員に対し、信用情報の適正な取扱いを求めることとする。  

⑶ 業務概要等の周知 

    機関は、名称、所在地、電話番号、業務の内容、登録情報の概要、登録期間、

信用情報の問合せ、開示等に関する事項を記載したパンフレットなどの書面を作

成し、それを機関及び会員の店頭に備え置くことなどにより、業務の内容等を資

金需要者等に周知させるよう努めることとする。  

⑷ 収集・登録できる信用情報の範囲 

    機関が収集・登録できる信用情報は、会員の提出する信用情報のほか、破産宣

告・失踪宣告その他の公的記録、手形交換所の不渡情報・取引停止処分情報等の

客観的事実に限るものとし、会員が資金需要者の返済又は支払能力の調査をする

ために必要な事項にとどめることとする。  

⑸ 事前の同意 

    機関は、会員に対し、信用情報の収集に当たり、次のことについて資金需要者

から書面による事前の同意を得るよう求めることとする。  

① 資金需要者に係る信用情報を機関に登録すること  

② 他の会員（信用情報機関相互間で信用情報の交流（以下「情報交流」という。）

を行う場合には、その交流する先及びその会員を含む。）により、当該信用情報

が利用されること  

③ 登録される情報の範囲、登録期間等  

⑹ 信用情報の照会・提供 

    機関は、信用情報の目的外使用の防止、漏洩の防止の観点から、次の場合のほ

か、信用情報を提供してはならないこととする。  

① 会員からの照会に応ずる場合  

② 資金需要者本人（代理人を含む。以下「本人」という。）からの自己の信用情

報に係る開示請求に応ずる場合  

③ 他の信用情報機関と情報交流を行う場合  

(注１) 会員からの照会に応ずるのは、資金需要者の返済又は支払能力の調査に

必要な場合、又は本人からの自己の信用情報に係る開示、訂正及び異議の申

出（以下「開示等」という。）の請求に対応するために必要な場合に限ること。 

(注２) 機関は、本人からの自己の信用情報について開示請求があった場合は、

本人に係る登録情報を開示する必要がある。この場合、当該信用情報の出所

並びに過去の一定期間内における当該信用情報の提供先についても、開示し

うるよう体制の整備を進めるとともに、開示等を円滑に行いうるよう相談窓

口の設置、開示手続きの整備等に努めること。 

      また、本人以外に信用情報が漏洩することを防止するため、開示請求ので

 

  

⑶ （ 同 左 ） 

     

 

 

 

⑷ （ 同 左 ） 

 

 

 

      

⑸ （ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ （ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
きる者は本人及び本人から委任を受けたものに限るものとし、機関は、開示

請求者が本人ないし本人の委任を受けたものであることを十分確認した上で

信用情報の開示を行うこと。  

⑺ 信用情報の管理  

① 機関は、信用情報に係る秘密を保持し、信用情報の漏洩・滅失及び改ざん等

を防ぐため、内部管理体制の整備を図るとともに、必要な安全対策を講ずるこ

ととする。  

② 機関の役職員は、(6)の場合を除き、在職中及び退職後において、その秘密を

漏らしてはならないこととする。  

③ 機関は、信用情報を正確かつ最新のものとするよう努めることとする。 

     また、機関は、登録する信用情報の内容に応じて登録期間及びその起算日を

定め、登録期間経過後は、当該情報を速やかに消去又は廃棄すること等により、

提供又は使用しないものとする。  

⑻ 信用情報の訂正等  

① 機関は、本人から自己の信用情報が事実に相違するものとして、書面により

理由を付した訂正の申出があったときは、正当な理由がない限り、迅速に事実

関係の調査を行い、その結果を本人に知らせ、当該情報が誤りであることが判

明した場合には、速やかに当該情報の訂正を行うこととする。  

② 機関は、調査中の信用情報を会員に提供するときは、正当な理由がない限り、

当該情報が正確であるか否かが確認されていないことの明示（以下「調査中の

注記」という。）を行うこととする。  

③ 機関は、本人の申出に基づき信用情報の訂正若しくは調査中の注記を行った

ときは、本人の請求があれば、正当な理由がない限り、その本人が指定する当

該情報の提供先にその旨通知することとする。  

⑼ 本人からの開示請求等 

    機関は、本人から自己の信用情報に係る開示等の請求があったときは、適切か

つ迅速な処理を図ることとする。  

⑽ 業務の委託 

    機関は、業務の全部又は一部を委託する場合には、受託者に対し、受託業務の

遂行に当たり情報管理等を的確に行うことを求めることとする。  

⑾ 情報の交流 

    機関は、情報交流を行うに当たっては、信用情報が目的外に使用されることを

防止するなどプライバシー保護に十分配慮した適切な情報管理を確保することと

する。  

 

２ 機関の会員による信用情報の取扱い 

 

 

 

⑺ （ 同 左 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑻ （ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑼ （ 同 左 ） 

   

 

⑽ （ 同 左 ） 

 

 

⑾ （ 同 左 ） 

     

 

 

 

２ 機関の会員による信用情報の取扱い 



 
   法第３０条第２項の規定に基づき、機関の会員が信用情報を目的外に使用するこ

とは禁止されているが、当該規定に係る監督に当たっては、会員について次に掲げ

る事項に留意するものとする。 

   なお、法第１３条の規定に基づく会員以外の貸金業者による顧客の資力、信用等

の調査に関する監督に当たっても、これに準じた取扱いを行うものとする。  

⑴ 信用情報の取扱いに関する基本的考え方 

    会員は、機関の登録情報の整備・充実に協力するとともに、信用情報の登録、

照会、使用、管理等を行うに当たっては、プライバシー保護に配慮し、信用情報

が目的外に使用されることを防止するなど、信用情報を適正に取り扱うものとす

る。  

⑵ 事前の同意 

    会員は、信用情報の収集に当たり、次のことについて資金需要者から書面によ

る事前の同意を得ることとする。  

① 会員が当該信用情報を収集すること  

② 資金需要者に係る信用情報を機関に登録すること  

③ 他の会員（信用情報機関相互間で情報交流を行う場合には、その交流する先

及びその会員を含む。）により、当該信用情報が利用されること  

④ 登録される情報の範囲、登録期間等  

⑤ 第三者と直接情報交流を行う場合には、当該第三者により当該信用情報が利

用されること  

⑶ 書面による説明 

    会員は、資金需要者から事前の同意を得るに当たり、次の事項について書面に

よる説明をすることとする。  

① 利用目的  

② 管理責任者名  

③ 資金需要者の権利  

④ 機関に登録される情報の範囲、登録期間等  

⑤ 第三者に当該信用情報を提供する場合には、提供先・提供目的等  

⑷ 最新情報の登録 

    会員は、既に登録した信用情報に関し、変更を必要とする新たな事実が判明し

たときは、速やかに当該事実を機関に報告するものとする。  

⑸ 信用情報の照会・使用 

    会員が機関に対し信用情報を照会できるのは、資金需要者の返済又は支払能力

の調査に必要な場合、又は本人からの自己の信用情報に係る開示等の請求に対応

するために必要な場合に限るものとし、かつ、これらの目的以外に信用情報を利

用してはならないものとする。  

  法第３０条第２項の規定に基づき、機関の会員が信用情報を目的外に使用するこ

とは禁止されているが、当該規定に係る監督に当たっては、会員について次に掲げ

る事項に留意し、適切に行われるよう促すものとする。 

   なお、法第１３条第１項の規定に基づく会員以外の貸金業者による顧客の資力、

信用等の調査に関する監督に当たっても、これに準じた取扱いを行うものとする。  

（ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
⑹ 信用情報の管理  

① 資金需要者及び機関を含む第三者から提供を受けた信用情報の秘密を保持

し、漏洩を防ぐため、会員は資金需要者本人からの自己の信用情報に係る問合

せ等に対応するために必要な場合のほか信用情報を漏らしてはならないものと

する。  

② ①の場合を除き、会員の役職員は、保有する資金需要者の信用情報に関し、

在職中及び退職後において、その秘密を漏らしてはならないものとする。  

⑺ 本人からの開示請求等 

    会員は、資金需要者から自己の信用情報に係る開示等の請求があったときは、

適切かつ迅速な処理を図るものとする。また、本人の求めに応じ機関の所在等に

関する説明を行うとともに、必要な場合には機関への取次ぎを行うものとする。 

⑻ その他  

① 会員は、信用情報の使用等に当たって、資金需要者を威迫し又は困惑させて

はならないものとする。  

② 会員は、第三者と直接情報交流を行う場合、機関を利用する場合と同様に信

用情報が目的外に使用されることを防止するなど、プライバシー保護に十分配

慮した適切な情報管理を確保するものとする。  

 

３ 信用情報機関に関する届出等  

⑴ 協会が法第３０条第１項の規定に基づき、機関と指定契約を締結した場合には、

当該協会から法第３５条第１項の規定に基づき、契約締結後３ヵ月以内に別紙様

式１を参考に作成した契約書の写し、別紙様式２の届出書及び所要の添付書類を

それぞれ２部提出させ、うち１部を遅滞なく監督局金融会社室（財務局経由。財

務事務所のある場合は財務事務所経由。以下同じ。）に送付されたい。また、協会

が法第３０条第１項の規定に基づき、機関を設置した場合には、当該協会から法

第３５条第１項の規定に基づき、設置後３ヵ月以内に別紙様式３の届出書及び所

要の添付書類をそれぞれ２部提出させ、うち１部を遅滞なく監督局金融会社室に

送付されたい。  

⑵ 協会が指定または設置した機関の毎事業年度終了後３ヵ月以内に、当該協会か

ら法第３５条第１項の規定に基づき、別紙様式４の業務報告書及び所要の添付書

類をそれぞれ２部提出させ、うち１部を遅滞なく監督局金融会社室に送付された

い。  

⑶ 協会が指定または設置した機関が他の信用情報機関と情報交流を実施しようと

する場合には、事前に当該協会から法第３５条第１項の規定に基づき、別紙様式

５の届出書及び所要の添付書類をそれぞれ２部提出させ、うち１部を遅滞なく監

督局金融会社室に送付されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

  

 

 

 

 

 

 

３ 信用情報機関に関する届出等  

（ 同 左 ） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 



 
 

 

(参考) 監督局金融会社室は、全国貸金業協会連合会に対し、法第３５条第１項 

の規定に基づき、協会による機関の設置又は指定の状況につき、新たに追加 

又は変更があった場合には、別紙様式６により速やかに２部提出させるもの 

としている。  

 

３－６ 苦情処理関係  

 貸金業に係る一般からの苦情については、以下のとおり取り扱うものとする。 

 

３－６－１ 苦情対応の所掌 

 貸金業者に係る苦情処理は、法第２８条の規定により協会において行うこととなっ

ているが、貸金業の規制等に関する法令の解釈等に係る苦情で、財務局に直接申出が

あり、その処理に当たる場合には、財務局長の登録を受けた貸金業者に係るものにつ

いては財務局が行うものとする。  

 

３－６－２ 苦情処理  

⑴ 苦情の申出があったときは、事情を聴取し、別紙様式８による貸金業関係苦情処

理状況票に所要の事項を記録するものとする。なお、必要がある場合には、申出人

に当該処理状況票の所要事項を記載させることができることとする。  

⑵ 財務局での解決が困難である苦情案件については、その内容に応じて、協会、弁

護士会又は警察等に連絡し協力を求めるものとする。  

⑶ 苦情処理に当たっては、法に基づく権限の範囲内において申出人に必要な助言を

行うとともに、必要があると認めたときは、申出人の了解を得たうえで、当該貸金

業者に対し、その内容を連絡するものとする。  

（ 新 設 ） 

 

 

（ ⑵より ） 

 

⑷ 別紙様式９により毎月の貸金業関係苦情処理総括表を作成するとともに、当該総

括表を財務局分及び都道府県分に取りまとめのうえ、毎四半期の翌月末日までに、

監督局金融会社室あて報告するものとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

３－７ 苦情処理関係  

 貸金業に係る一般からの苦情については、以下のとおり取り扱うものとする。 

 

３－７－１ 苦情対応の所掌 

  貸金業者に係る苦情処理は、法第２８条の規定により協会において行うこととなっ

ているが、貸金業の規制等に関する法令の解釈等に係る苦情で、財務局に直接申出が

あり、その処理に当たる場合には、財務局長の登録を受けた貸金業者に係るものにつ

いては財務局が行うものとする。  

 

３－７－２ 苦情処理等  

 ⑴ 苦情の申出があったときは、事情を聴取し、別紙様式18による貸金業関係苦情受

付処理状況票に所要の事項を記録するものとする。なお、必要がある場合には、申

出人に当該処理状況票の所要事項を記載させることができることとする。 

（ ⑷へ ） 

 

 ⑵ （ 同 左 ） 

 

 

 ⑶ 無登録営業に係る苦情を含め、犯罪の疑いのある旨の情報を入手した際には、明

らかに信憑性を欠くと認められる場合を除き、原則として情報入手先の同意を得た

上で、当該情報を捜査当局に提供するなど、捜査当局との連携に努めるものとする。 

⑷ ⑶のほか、財務局での解決が困難である苦情案件については、その内容に応じて、

協会、弁護士会又は警察等に連絡し協力を求めるものとする。  

⑸ 別紙様式19により毎月の貸金業関係苦情処理総括表を作成するとともに、当該総

括表を財務局分及び都道府県分に取りまとめのうえ、毎四半期の翌月末日までに、

監督局金融会社室あて報告するものとする。 

 



 

３－７ 貸金業関係連絡会  

３－７－１ 貸金業関係連絡会  

⑴ 法の円滑な施行を確保するためには、国と都道府県の間における緊密な協力と事

務処理の統一を推進するほか、行政当局と取締当局の連携を図ることが必要である。

このため、以下の「貸金業関係連絡会設置要綱」に基づき、財務局又は財務事務所、

都道府県及び都道府県警察本部三者間の事務連絡体制を設けるものとする。 

  

 

 

貸金業関係連絡会設置要綱  

１．目的 

      貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）の円滑な施行を確保す

るため、国及び都道府県の行政当局間における緊密な協力と事務処理の統一

を推進するほか、行政当局と取締当局の連携を図ることを目的とする。  

２．名称 

      貸金業関係連絡会  

３．構成 

      財務（支）局理財部長又は財務事務所長 

      都道府県主管部長 

      警視庁主管部長 

      道府県警察本部主管部長  

４．協議内容 

      貸金業者の営業の実態等に関する情報及び意見の交換を行い、的確な実情

の把握に努めるとともに、法施行に伴う事務処理上の問題点その他法の適正

な運用を図るために必要な事項について協議するものとする。  

５．会議  

⑴ 会議は、各都道府県の実情に応じ、原則として定期的に開くほか、必要

に応じ随時開催する。  

⑵ 会議には、必要に応じて消費生活センター、貸金業協会又は弁護士会等

関係団体の代表者を出席させることができるものとする。  

⑶ その他会議の運営については、財務局又は財務事務所、都道府県及び都

道府県警察本部が協議して定めるものとする。  

⑷ 会議の庶務は、原則として財務局又は財務事務所が行うものとする。  

 

⑵ 貸金業関係連絡会、幹事会の開催状況について、別紙様式第10により毎年度末の

３－８ 貸金業関係連絡会   

３－８－１ 貸金業関係連絡会  

 ⑴ 法の円滑な施行を確保するためには、国と都道府県の間における緊密な協力と事

務処理の統一を推進するほか、行政当局と取締当局の連携を図ることが必要である。

このため、以下の「貸金業関係連絡会設置要綱」に基づき、財務局又は財務事務所、

都道府県及び都道府県警察本部三者間の事務連絡体制を設けるものとする。また、

都道府県において、法の円滑な施行の観点から、同趣旨の会議が設けられている場

合には、財務局又は財務事務所においては、同会議の開催に積極的に協力されたい。 

 

   貸金業関係連絡会設置要綱  

１．（ 同 左 ） 

 

 

  

    ２．（ 同 左 ） 

 

    ３．（ 同 左 ） 

 

 

 

  

    ４．（ 同 左 ） 

 

 

 

    ５．会議 

     ⑴ 会議は、各都道府県の実情に応じ、原則として、年１回以上、定期的に

開くほか、必要に応じ随時開催する。  

⑵ 会議には、必要に応じて消費生活センター、貸金業協会又は弁護士会等

の関係団体等の代表者を出席させることができるものとする。 

⑶ （ 同 左 ） 

  

⑷ （ 同 左 ） 

 

 ⑵ 貸金業関係連絡会、幹事会の開催状況について、別紙様式20により毎年度末の翌



 
翌月末日までに、監督局金融会社室あて報告するものとする。 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月末日までに、監督局金融会社室あて報告するものとする。都道府県が同趣旨の会

議を設けている場合においては、当該会議の開催状況についても報告するものとす

る。 

 

３－９ 検査結果に基づく監督上の処分に係る標準処理期間  

 法第３６条又は第３７条第１項に基づき監督上の処分を命ずる場合には、検査部門か

らの検査結果通知（写）を受理したときから、おおむね１ヶ月（財務局長から金融庁長

官への協議を要する場合はおおむね２ヶ月）以内を目途に行うものとする。 

 なお、当該検査結果通知（写）において指摘された事項等につき、財務局長が事実確

認等のために貸金業者に対して報告徴求を行った場合は、報告書を受理したときからお

おむね１ヶ月（財務局長から金融庁長官への協議を要する場合はおおむね２ヶ月）以内

を目途に行うものとする。 

 （注１）「報告書を受理したとき」の判断においては、以下の点に留意する。 

  ⅰ）複数回にわたって法第４２条第１項に基づき報告を求める場合（直近の報告書

を受理したときから上記の期間内に報告を求める場合に限る。）には、最後の報告

書を受理したときを指すものとする。 

  ⅱ）提出された報告書に関し、資料の訂正、追加提出等（軽微なものは除く。）を求

める場合には、当該資料の訂正、追加提出等が行われたときを指すものとする。 

 （注２）弁明・聴聞等に要する期間は、標準処理期間には含まれない。 

 （注３）法第４４条の３に規定する意見聴取を行う場合等にあっては、上記によらな

いことがあり得る。 

 （注４）標準処理期間は、処分を検討する基礎となる情報ごとに適用する。 

 

 

経過措置 

 以下の規定については、平成１５年１２月３１日までの間適用する。 

 

１．取立て行為の規制（改正前事務ガイドライン３－２－２） 

 法第２１条第１項（取立て行為の規制。法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、

法第２４条の３第２項、法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用

する場合を含む。）の規定に係る監督に当たっては、次に掲げる事項に留意するものと

する。  

⑴ 貸金業者又は債権の取立てについて委託を受けた者等が、債務者、保証人等を威

迫する次のような言動を行ってはならないこと。  



 
① 暴力的な態度をとること。  

② 大声をあげたり、乱暴な言葉を使ったりすること。  

③ 多人数で押し掛けること。  

⑵ 債務者、保証人等の私生活又は業務の平穏を害する次のような言動を行ってはな

らないこと。  

① 正当な理由なく、午後９時から午前８時まで、その他不適当な時間帯に、電話

で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

② 反復継続して、電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

③ はり紙、落書き、その他いかなる手段であるかを問わず、債務者の借入れに関

する事実、その他プライバシーに関する事項等をあからさまにすること。  

④ 勤務先を訪問して、債務者、保証人等を困惑させたり、不利益を被らせたりす

ること。  

⑶ その他、債務者、保証人等に対し、次のような行為をしてはならないこと。  

① 他の貸金業者からの借入れ又はクレジットカードの使用等により弁済すること

を要求すること。  

② 債務処理に関する権限を弁護士に委任した旨の通知、司法書士法第３条第１項

第６号及び第７号に規定する業務（簡裁訴訟代理関係業務）に関する権限を同法

第３条第２項に規定する司法書士に委任した旨の通知、又は調停、破産その他裁

判手続をとったことの通知を受けた後に、正当な理由なく支払請求をすること。  

③ 法律上支払義務のない者に対し、支払請求をしたり、必要以上に取立てへの協

力を要求すること。  

④ その他正当と認められない方法によって請求をしたり取立てをすること。  

 

２．取引関係の正常化（改正前事務ガイドライン３－２－３）  

 上記のほか、貸金業者の監督に当たっては、資金需要者等の利益の保護を図る観点

から、次に掲げる事項に留意するものとする。  

⑴ 債務者、保証人その他の債務の弁済を行おうとする者から、帳簿の記載事項のう

ち、当該弁済に係る債務の内容について開示を求められたときに協力すること。  

⑵ 契約を締結するに際して、契約内容を文書又は口頭で十分説明すること。  

⑶ 契約を締結するに際しては、次に掲げる行為を行ってはならないこと。  

① 白紙委任状及びこれに類する書面を徴求すること。  

② 白地手形及び白地小切手を徴求すること。  

③ クレジットカードを担保等として徴求すること。  

④ 貸付け金額に比し、過大な担保を徴求すること。  

⑤ 印鑑、預貯金通帳・証書、キャッシュカード、運転免許証、健康保険証、年金

受給証等の債務者の社会生活上必要な証明書等を徴求すること。  



 
⑷ 包括契約を締結したとき及び当該包括契約に基づく貸付けを行ったときは、その

いずれの場合にも、その内容を明らかにする書面をその相手方に交付すること。ま

た、その書面は、債務者が自己の債務の内容を正確に把握し、弁済計画の参考とし

うる程度の一義的、具体的、明確なものであること。  

⑸ バス又は乗用車等の巡回により貸付けに関する業務の全部又は一部を営む行為

は、安全性や顧客とのトラブルの発生等の問題があることから、行ってはならない

こと。  

⑹ 顧客の信用情報について、不必要な事項の調査、調査事項の貸付け目的以外への

使用等顧客のプライバシーの侵害となるような行為は行ってはならないこと。  

⑺ 貸金業以外の業務を行っている場合において、当該貸金業以外の業務に関して貸

金業者の登録番号を使用してはならないこと。  

⑻ 社会的に過剰宣伝であると批判を浴びるような過度の広告をしてはならないこ

と。  

⑼ 貸付けの利率について、出資法に定められた上限利率にかかわらず、自らの経営

努力により、可能な限り引き下げ、もって資金需要者の負担の軽減を図るよう努め

ること。  

⑽ 法第１７条第２項の規定により、保証人となろうとする者に当該保証契約の内容

を説明する書面を交付するときは、保証人となろうとする者があらかじめ保証契約

の内容を十分理解した上で保証契約を締結するとの法の趣旨に沿って交付するこ

と。  

⑾ 法第１７条（法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、法第２４条の３第２項、

法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用する場合を含む。）に規

定する書面における規則第１４条第１項第１号イに定める事項の記載については、

保証の種類（連帯保証、根保証等）及びその効力（根保証の場合における極度額の

説明を含む。）をわかりやすく記載するなど、保証人となろうとする者が保証契約の

内容を十分理解しうる内容であること。  

 

３．貸金業協会に対する監督、信用情報機関（改正前事務ガイドライン３－４，５）  

  協会に対する法第４章の規定に係る監督に当たっては、資金需要者等の保護の観点

から、地方自治法第２４５条の４の規定に基づき、各都道府県知事に対して、その事

務の運営について、以下のとおり助言、勧告を行っているので、参考とされたい。 

一 貸金業協会に対する監督 

貸金業協会に対する法第４章の規定に係る監督に当たっては、資金需要者等の保

護の観点から、以下の事項に留意されたい。  

１ 業務に関する事項 

⑴ 法第１３条及び下記の留意事項の趣旨に沿って、貸付けに関する自主規制基



 
準を作成しているか。  

 ・顧客に対し、必要とする以上の金額の借入れを勧誘したり、借入意欲をそそ

るような勧誘をしてはならないこと。 

⑵ 法第２１条第１項（法第２４条第２項、法第２４条の２第２項、法第２４条

の３第２項、法第２４条の４第２項、法第２４条の５第２項において準用する

場合を含む。）及び下記の留意事項の趣旨に沿って、取立て行為の自主規制基準

を作成しているか。  

イ 貸金業者又は債権の取立てについて委託を受けた者等が、債務者、保証人

等を威迫する次のような言動を行ってはならないこと。  

① 暴力的な態度をとること。  

② 大声をあげたり、乱暴な言葉を使ったりすること。  

③ 多人数で押し掛けること。  

ロ 債務者、保証人等の私生活又は業務の平穏を害する次のような言動を行っ

てはならないこと。  

① 正当な理由なく、午後９時から午前８時まで、その他不適当な時間帯に、

電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

② 反復継続して、電話で連絡し若しくは電報を送達し又は訪問すること。  

③ はり紙、落書き、その他いかなる手段であるかを問わず、債務者の借入

れに関する事実、その他プライバシーに関する事項等をあからさまにする

こと。  

④ 勤務先を訪問して、債務者、保証人等を困惑させたり、不利益を被らせ

たりすること。  

ハ その他、債務者、保証人等に対し、次のような行為をしてはならないこと。 

① 他の貸金業者からの借入れ又はクレジットカードの使用等により弁済す

ることを要求すること。  

② 債務処理に関する権限を弁護士に委任した旨の通知、司法書士法第３条

第１項第６号及び第７号に規定する業務（簡裁訴訟代理関係業務）に関す

る権限を同法第３条第２項に規定する司法書士に委任した旨の通知、又は

調停、破産その他裁判手続をとったことの通知を受けた後に、正当な理由

なく支払請求をすること。  

③ 法律上支払義務のない者に対し、支払請求をしたり、必要以上に取立て

への協力を要求すること。  

④ その他正当と認められない方法によって請求をしたり取立てをするこ

と。 
 



別紙様式１（ひな型） （日本工業規格Ａ４） （同左）

商 号 、名 称 又 は 氏 名

貸 金 業 者 の 概 要

（当 初 登 録 年 月 日 ）

（ 役 員 の 状 況 ）

( 問 題 点 ）

直 前 の 検 査 結 果

苦 情 の 状 況

行 政 処 分 等

そ の 他 参 考 事 項

意　　　　　　　　　　見　　　　　　　　　　書

改　　正　　前 改　　正　　後



平成 年 月 日

文 書 番 号

（日本工業規格Ａ４）

  財務（支）局長　　　　　　　　　　　　印

変更事項の登録について

　平成　　年　　月　　日付で届出のあった変更事項については、平成　　年　　月　　日付で貸金業者登
録簿に登録したので通知する。

（ 商 号 又 は 名 称 ）

　氏　　　　　　　　　　　　　　　名

　（法人にあっては代表者の氏名）
　　殿

改　　正　　前 改　　正　　後
（同左）別紙様式２（ひな型）



商 号

申請者 又 は 名 称

氏 名 印

（法人にあっては代表者の氏名）

　上記のとおり相違ないことを証明する。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　印

　財務（支）局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる
　下記のとおり、貸金業の規制等に関する法律第３条第１項の規定により登録を受けて　　　 ことを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いた
証明願います。

記

氏 名 及 び 生 年 月 日

提 出 先

平 成 年 月 日 か ら 平 成 年 月 日 ま で

財務（支）局長　　　　　　印

別紙様式３（ひな型）

平成 年 月 日

（日本工業規格Ａ４）

貸 金 業 者 登 録 証 明 書

（法人にあっては代表者の氏名）

商 号 又 は 名 称

使 用 目 的

業 務 停 止 営 業 所 等

年　　月　　日生

平 成 年 月 日 か ら 平 成 年 月 日 ま で

住 所

登 録 番 号

有 効 期 間

業 務 停 止 期 間

財務（支）局長（　　）第　　　　　号

改　　正　　前 改　　正　　後
（同左）



閲 覧 日 閲 覧 者 氏 名 閲 覧 者 住 所 登 録 番 号 貸 金 業 者 の 商 号 、名 称 又 は 氏 名 貸 出 時 間 返 却 時 間 返 却 確 認 印

改
　
　
　
正
　
　
　
前

改
　
　
　
正
　
　
　
後

（同上）

（日本工業規格Ａ４）

貸　金　業　者　登　録　簿　閲　覧　表

別紙様式４（ひな型）



別紙様式５（ひな型）

財務（支）局
都道府県

小　　計

財務（支）局
都道府県

小　　計

財務（支）局
都道府県

小　　計

（注）１．受理件数欄（Ａ、Ｂ、Ｃ欄）は、不備事項等がなく、正式に受け付けた件数を記入する。
２．登録拒否件数を、該当欄（Ｄ、Ｅ、Ｆ）欄に（　）外書きで記入する。
３．当半期末登録件数＝前半期末登録件数＋当半期中新規登録件数－当半期中登録消除件数

（同上）

改
　
　
　
正
　
　
　
前

改
　
　
　
正
　
　
　
後

ｂ
当
半
期
中 合　　　計

ｃ
当
半
期
末 合　　　計

法人

ａ
前
半
期
末 合　　　計

計個人法人 法人 計 個人計 個人 法人 計個人 法人 計 個人

Ｈ
新規登録受理件数 更新登録受理件数 再更新登録受理件 新規登録件数 更新登録件数 再更新登録件数 登録消除件数 登　録　件　数

ＤＡ Ｂ Ｃ

個人 法人 計 個人 法人 計個人 法人 計

（日本工業規格Ａ４）
登 録 実 績 報 告 書 （ Ｂ 表 ）
平 成 　 　 年 　 　 月 末 　分

財　務　（支）　局　分
Ｅ Ｆ Ｇ



印

平成 年 月 日

（日本工業規格Ａ４）

　貸金業者登録簿に登録された営業所等について、別紙のとおり報告します。

　財務（支）局長　殿

商 号 又 は 名 称
従たる営業所等の名称
代 表 者 又 は 責 任 者 名

営業所等の所在報告書

改　　正　　前 改　　正　　後
（同左）別紙様式６（ひな型）



別紙（ひな型） （日本工業規格Ａ４）

（ふ り が な ）
代 表 者 氏 名

生年
月日

　明
　大　　　　年　　　月　　　日
　昭

職 名 及 び
職 務 内 容

業務を遂行 する
１　代表権者がいる

権 限 の 基 礎
３　委任契約による委任

常 時 行 っている
１　金銭の貸付け

業 務 内 容
３　媒介

貸金業に従事す
る 使 用 人 の 数

事 務 所 の 占 有

事 務 所 の
(規模） 平方メートル

規 模 ・ 設 備
(設備）

改　　正　　前 改　　正　　後
（同左）

登 録 番 号 　　　　　　　　財務局（支）局長（　　）第　　　　　号

（参考）貸金業に従事する使用人の数が50人以上の場合は、代表者の権限を代行する地位にあ
　　　る者を記載する。

　　　　　　　　　　　電話番号（　　）　　　－

商 号 又 は 名 称

営 業 所 等 の 名 称

所 在 地

貸 金 業 協 会 会 員 番 号

（注）代表者とは、当該営業所等の業務を統括する者（本店長、支店長、営業所長、事務所長等）
　　をいう。

１　自己所有　　　　　　　２　賃　貸　　　　　　　３　その他（具体的に）

営
　
業
　
所
　
等
　
の
　
概
　
要

２　社内規定等による委任

４　その他（具体的に）

２　債権の回収

４　その他（具体的に）



（新設） 別紙様式７ （日本工業規格Ａ４）

商号又は名称

代表者氏名等

主たる営業所の所在地

登録番号

登録年月日

貸金業協会加入の有無

登録取消しの処分に係
る行政手続法第15条の
規定による通知日

法第10条第1項第2号、
第4号若しくは第5号の
規定による届出の日

通知の日前30日以内の
役員の氏名

適用条文 法第３７条第１項第　　号

概　　要

改　　正　　前 改　　正　　後

法第３７条第１項各号に該当するとした事由

規則第５条の２に規定する廃業等の届出があった場合等の連絡



（同左）

第　 　期

貸金業者名　　　　　　 　　　　　　　

（代表者名　　　　　　　　　　　　印）

 　平成　　　年　　　月　　　日から平成　　　年　　　月　　　日までの業務
の状況を次のとおり報告いたします。

（日本工業規格Ａ４）

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　　年　　　月　　　日

財務（支）局長　殿

登録番号　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　　年　　　月　　　日から

平成　　　年　　　月　　　日まで

登録番号　　　　　　　　　　　　　　　

貸金業者名　　　　　　 　　　　　　　

業　務　報　告　書

貸付残高５００億円超

　　　　　　　　　貸付残高５００億円以下

　　　　　　　　（該当する箇所を○で囲む）

改　　正　　後
別紙様式８

改　　正　　前
別紙様式７



(別紙１） (同左）

１　貸付金の種別残高

２　業種別貸付残高（貸付残高５００億円超の業者のみ記入）

３　貸金業協会等への加入状況等

（日本工業規格Ａ４）

業　　務　　報　　告　　書

目　　　　　次

改　　正　　前 改　　正　　後



改　　正　　前 改　　正　　後

(別紙２） (同左）

　　　７．残高は貸付当初の元本ではなく、残元本を記載する。

　　　４．担保には保証を含めない。
　　　５．構成割合は合計に対する割合を記載する。
　　　６．株式取得資金の貸付は、１件の貸付残高が１億円以上のものについて、その件数及び貸付残高
　　　　の合計を記載する。

　　　１．平均約定金利は、加重平均により小数点第２位まで記載する。
　　　２．平均約定金利は、算出不能の場合には推定値を記載する。
　　　３．住宅向は住宅購入を目的とするいわゆる住宅ローンをいう。
　　　　　住宅を担保に住宅ローン以外の貸付を行う場合を含まない。

１　　貸付金の種別残高　(　　　年３月末）

件　　　　　　数 残　　　　　　高

（単位：件、百万円、％）

100 100

百万円 ％ ％件 ％

計

事
業
者
向

合 計

うち株式取得資金の貸付

住 宅 向

計

貸 付

手 形 割 引

貸金業者名　　　　　　 　　　　　　　

　　（記載上の注意）

無 担 保
（住 宅 向 を除 く）

構成割合 構成割合
平 均 約 定 金 利

貸付種別

件数・残高

消
　
費
　
者
　
向

有 担 保
（住 宅 向 を除 く）

（日本工業規格Ａ４）

登録番号　　　　　　　　　　　　　　　



(別紙３） (同左）

件 ％ 百万円 ％

先数・残高

（単位：件、百万円、％）

（記載上の注意）

建 設 業

電 気 ・ガス・熱 供 給 ・水 道 業

運 輸 ・ 通 信 業

業種別

卸 売 ・小 売 業 、 飲 食 店

製 造 業

金 融 ・ 保 険 業

（日本工業規格Ａ４）

先 数 残 高

構 成 割 合 構 成 割 合

２　　業種別貸付残高　(　　　年３月末）

登録番号　　　　　　　　　　　　　　　

貸金業者名　　　　　　 　　　　　　　

サ ー ビ ス 業

個 人

そ の 他

不 動 産 業

合 計 100

　　　　等の経営を含む）をいう。

100

改　　正　　前

　　　４．表１の消費者向計と表２の個人欄の金額は一致する。

　　　３．「サービス業」とは物品賃貸業（リース、レンタル等）、旅館業、広告業等（駐車場、娯楽施設

　　　１．貸付残高５００億円超の業者のみ記入する。

　　　２．業種別貸付残高は貸付先の主な事業により分類する。

改　　正　　後



(別紙４） (同左）

　（参考）その他加入している団体があればその名称を記載すること

上記のいずれにも該当しない

　　１．１～15の該当する項目の番号を○で囲み、参考についてはその名称を記載すること。
　　２．「関係会社」とは「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条第５項における

登録番号　　　　　　　　　　　　　　　

貸金業者名　　　　　　 　　　　　　　

電気機械器具関係の公益法人に加盟している（関係会社が同法人に加盟している場合を含む）

自動車関係の公益法人に加盟している（関係会社が同法人に加盟している場合を含む）

日本百貨店協会、全国月賦百貨店組合連合会、日本チェーンストア協会、日本商店連盟、
日本専門店会連盟に加盟している（関係会社が同協会等に加盟している場合を含む）

建設・不動産関係の公益法人に加盟している

13

14

15

（社）貸金業協会に加盟している

（社）日本抵当証券協会又は（社）抵当証券業協会に加盟している

電話加入権に質権を設定することを目的とした事業協同組合に加盟している

日本手形協会に加盟している

（社）日本クレジット産業協会に加盟している

日本クレジットカード協会に加盟している

割賦購入あっせん業者として登録されている

9

10

11

12

　　　関係会社をいう。

5

6

7

8

（記載上の注意）

（日本工業規格Ａ４）

３　　貸金業協会等への加入状況等　(　　　年３月末）

1

2

（社）リース事業協会に加盟している

日賦貸金業者として登録されている

質屋の許可を受けている

3

4

改　　正　　前 改　　正　　後



（新設）

警察庁長官 殿

印

　

財務(支)局長
（ ）第 号

知事

（注） 当該登録申請者に係る照会対象者の氏名等については、別途送付します。

（記載上の注意）
１．法第８条第２項の登録をしようとする場合の意見聴取においては、別紙様式９中、「法第６条第１
項第６号又は第８号から第１３号までに該当する事由（同項第８号から第１０号まで又は第１３号に該
当する事由にあっては、同項第６号に係るものに限る。）」とあるのは、「法第６条第１項第８号から第
１０号まで又は第１３号に該当する事由（同項第６号に係るものに限る。）」と修正する。別紙様式１０
についても同様とする。
２．別紙様式９については、１登録申請者につき１葉作成するものとする。
３．上記登録申請者の登録申請書（規則別紙様式第１号に係る部分に限る。）の写しを添付するもの
とする。
４．文書の記載に当たっては、（記載上の注意）の囲みを消して使用するものとする。

平 成 年 月 日

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の３第１項の規定に基づき、法第６条第
１項第６号又は第８号から第１３号までに該当する事由（同項第８号から第１０号まで又は第１３号に
該当する事由にあっては、同項第６号に係るものに限る。）の有無について、下記のとおり、意見を聴
取します。なお、貴庁の回答は、　年　月　日までに行われるようお願いします。

貸金業の規制等に関する法律による意見聴取について

財務局長

記

法第４条第１項第１号に掲げる登録申請者の
商号、名称又は氏名

当該登録申請者が法第５条第１項の登録を受けてい
る場合には、その登録番号

改　　正　　前
別紙様式９ （日本工業規格Ａ４）

文 書 番 号

改　　正　　後



（新設）

財務局長　 殿

警察庁長官 印

（注）

文 書 番 号
平 成 年 月 日

別紙「平成　　年　　月　　日付第　　　　号の書面」とは、財務局長から意見を求められた際の
書面であって、照会対象者の氏名等が記録されたものは含まない。

改　　正　　前 改　　正　　後
別紙様式１０

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の３第１項の規定に基づき、別紙「平成
年 月 日付第 号の書面」により意見を求められた件については、法第６条第１項第６号又は
第８号から第１３号までに該当する事由（同項第８号から第１０号まで又は第１３号に該当する事由に
あっては、同項第６号に係るものに限る。）があるとは認められない。

（日本工業規格Ａ４）

（欠格事由に該当しない場合）

貸金業の規制等に関する法律による意見について



（新設）

財務局長　 殿

警察庁長官 印

　法第６条第１項第　号に該当する事由があると認められる。
　

　

記

別紙様式１１ （日本工業規格Ａ４）

（欠格事由に該当する場合）

貸金業の規制等に関する法律による意見について

改　　正　　後改　　正　　前

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の３第１項の規定に基づき、平成 年
月　日付第　　　　号により意見を求められた件については、下記のとおり回答します。

文 書 番 号
平 成 年 月 日



（新設）

警察庁長官 殿

印

　
○○○株式会社

○○○株式会社

○○○株式会社 （平成　　年　　月　　日付第　　　　号により意見聴取）

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の３第１項の規定に基づき意見を聴取し
た結果、法第６条の規定により、その登録の拒否をした者について、下記のとおり回答します。

記

（平成　　年　　月　　日付第　　　　号により意見聴取）

（平成　　年　　月　　日付第　　　　号により意見聴取）

貸金業の規制等に関する法律による登録拒否について

改　　正　　後

文 書 番 号

改　　正　　前
別紙様式１２ （日本工業規格Ａ４）

平 成 年 月 日

財務局長



（新設）

警察庁長官 殿

印

　

財務(支)局長
（ ）第 号

知事

（注） 当該貸金業者に係る照会対象者の氏名等については、別途送付します。

（記載上の注意）
１．別紙様式１３については、１貸金業者につき１葉作成するものとする。

３．文書の記載に当たっては、（記載上の注意）の囲みを消して使用するものとする。

２．上記貸金業者の登録申請書（規則別紙様式第１号に係る部分に限る。）の写しを添付するものと
する。

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の３第２項の規定に基づき、法第６条第
１項第６号又は第８号から第１３号までに該当する事由（同項第８号から第１０号まで又は第１３号に
該当する事由にあっては、同項第６号に係るものに限る。）又は法第１３条の３、第２１条第１項（第２
４条第２項、第２４条の２第２項、第２４条の３第２項、第２４条の４第２項及び第２４条の５第２項にお
いて準用する場合を含む。）、第２４条第３項、第２４条の２第３項若しくは第２４条の３第３項の規定に
違反する事実の有無について、下記のとおり意見を聴取します。

記

意見聴取の対象となる貸金業者の商号、名称又は氏名 当該貸金業者の登録番号

財務局長

貸金業の規制等に関する法律による意見聴取について

文 書 番 号
平 成 年 月 日

改　　正　　後改　　正　　前
別紙様式１３ （日本工業規格Ａ４）



（新設）

財務局長 殿

印

（注）

（取消等事由に該当しない場合）

改　　正　　後改　　正　　前
別紙様式１４ （日本工業規格Ａ４）

文 書 番 号
平 成 年 月 日

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の３第２項の規定に基づき、別紙「平成
年 月 日付第 号の書面」により意見を求められた件については、法第６条第１項第６号又
は第８号から第１３号までに該当する事由（同項第８号から第１０号まで又は第１３号に該当する事由
にあっては、同項第６号に係るものに限る。）又は法第１３条の３、第２１条第１項（第２４条第２項、第
２４条の２第２項、第２４条の３第２項、第２４条の４第２項及び第２４条の５第２項において準用する場
合を含む。）、第２４条第３項、第２４条の２第３項若しくは第２４条の３第３項の規定に違反する事実
があるとは認められない。

別紙「平成　　年　　月　　日付第　　　　号の書面」とは、財務局長から意見を求められた際の
書面であって、照会対象者の氏名等を記録したものは含まない。

警察庁長官

貸金業の規制等に関する法律による意見について



（新設）

財務局長　 殿

警察庁長官 印

　法第　　条第　　項第　　号に該当する事由があると認められる。
　

改　　正　　前
別紙様式１５ （日本工業規格Ａ４）

（取消等事由に該当する場合）

文 書 番 号
平 成 年 月 日

記

改　　正　　後

貸金業の規制等に関する法律による意見について

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の３第２項の規定に基づき、平成 年
月　日付第　　　　号により意見を求められた件については、下記のとおり回答します。



（新設）

警察庁長官 殿

印

法第３６条の規定により、命令をした者

○○○株式会社

○○○株式会社

法第３７条第１項の規定により、登録の取消しをした者

○○○株式会社

○○○株式会社

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の３第２項の規定に基づき意見を聴取し
た結果、法第３６条又は第３７条第１項の規定により、命令又は登録の取消しをした者について、下
記のとおり回答します。

財務局長

貸金業の規制等に関する法律による命令又は登録取消しについて

文 書 番 号
平 成 年 月 日

改　　正　　後改　　正　　前
別紙様式１６ （日本工業規格Ａ４）

（平成　　年　　月　　日付第　　　　号により意見聴取）

（平成　　年　　月　　日付第　　　　号により意見聴取）

記

（平成　　年　　月　　日付第　　　　号により意見聴取）

（平成　　年　　月　　日付第　　　　号により意見聴取）



（新設）

財務局長　 殿

警察庁長官 印

　業者に対して適当な措置を採ることが必要であると認められる。

　※（法人の場合）
　　商号  ○○○○会社
　　所在地  ○○○○・・・・・

２  法第６条第１項第　号に該当する事由の有無に係る意見

貸金業の規制等に関する法律による意見について

改　　正　　後

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第４４条の４の規定に基づき、下記のとおり意見
を述べます。

　　法第６条第１項第　号に該当する事由があると疑うに足りる相当な理由があるため、当該貸金

　　住所  ○○○○・・・・・・

記

１  意見の対象とする貸金業者

　※（個人の場合）
　　氏名  ○○  ○○   生年月日 昭和○○年○月○○日

平 成 年 月 日

改　　正　　前
別紙様式１７ （日本工業規格Ａ４）

文 書 番 号



氏名 氏名

住所 住所

氏名 氏名

社(者) 万円 職業

社(者) 万円 収入 万円

万円

２　無登録の疑いのある者

業　　　態
（○印を付す）

消費者向　事業者向　日賦　電話担保

申出人

同行者 債務者との
関係

債務状況
債務額

担当者 債務額

苦情の

相手方

業者名

                             TEL

登　録
番　号

（○印を付す）

１　　　　　財務（支）局長
　　　　　　　　　　　　　　　（　）　　　　　号
　　　　　　　　　　　　知事

住　所

改　　　　　正　　　　　前 改　　　　　正　　　　　後

（同左）

別紙様式1８

４　警察

　(3) その他

５　都道府県等

２　弁護士会

３　裁判所

１　債務整理に係るもの （具体的内容）

２　法令等違反に係るもの以外のもの

　(1) 保証契約（保証業者）

貸金業関係苦情受付処理状況票
受　付 平成　　　年　　　月　　　日 来 庁 ・ 電 話 ・ 文 書 ・ メー ル 完　結 平成　　　年　　　月　　　日

別紙様式８ （日本工業規格Ａ４）

債務者
年齢　　才

債務者

の状況

勤務先

                             TEL                              TEL

うち
貸金業者

同行者 債務者との
関係

その他

利用の
きっかけ

返済状況

月額
　　　　　万円

うち
返済可能額

業者への氏名・内容等の開示 □可　□不可
□一部不可（　　　　）

警察・都道府県等から申出人への接触 □可　□不可

警察・都道府県等への情報提供 □可　□不可

苦
　
情
　
の
　
内
　
容

（○印を付す）

　(2) 帳簿の開示

警察・都道府県等への氏名・内容等の開示
□可　□不可
□一部不可（　　　　）

申出人

への確認

（具体的内容）

３　法令等違反に係るもの

　(1) 取立て行為

　(2) 契約内容

　(3) 金利

　(4) 年金担保

　(5) その他

１　貸金業協会

（○印を付す）

紹
　
介
　
先

７　その他

（○印を付す）６　公的融資制度等

７　その他

処
 

理
 

結
 

果

１　事実関係の確認 （処理経過）

２　業者への協力要請

３　指導による是正

４　行政処分

５　警察への情報提供

６　紹介先の案内



財務（支）局長登録業者
に係るもの 無登録の

疑いの
ある者に
係るもの

（単位：件）

うち
日賦貸
金業者

うち
事業者
向業者

計

１　事実関係の確認

２　業者への協力要請

来　　庁

電　　話

文 　 書

紹
　
介
　
先 ６　公的融資制度等

７　その他

うち
事業者
向業者

２　弁護士会

３　裁判所

４　警察

１　貸金業協会

　(4) 年金担保

　(1) 取立て行為

　(2) 契約内容

　(3) 金利

財務（支）局長登録業者
に係るもの

都道府県知事登録業者
に係るもの

うち
事業者
向業者

５　都道府県等

計
無登録の疑いのある者

に係るもの

　(3) その他

３　法令等違反に係るもの

うち
事業者
向業者

　(5) その他

２　法令等違反に係るもの以外のもの

　(1) 保証契約（保証業者）

　(2) 帳簿の開示

メ ー ル

計

計

１　債務整理に係るもの

苦
　
情
　
の
　
内
　
容

２　苦情内容・処理結果

うち
日賦貸
金業者

５　警察への情報提供

６　紹介先の案内

７　その他

計

処
 

理
 

結
 

果

貸金業関係苦情処理総括表（　　年　　月分）

１　受付状況

別紙様式９

　　　　　財務（支）局

（日本工業規格Ａ４）

（単位：件）

うち
日賦貸
金業者

３　指導による是正

４　行政処分

うち
日賦貸
金業者

うち
事業者
向業者

うち
日賦貸
金業者

うち
事業者
向業者

都道府県知事登録業者
に係るもの

うち
日賦貸
金業者

計

改　　正　　前
別紙様式１９

（同左）

改　　正　　後



改　　正　　前 改　　正　　後

（記載要領） （同左）

５．申出人の情報から金融庁等のホームページなどにより登録先を確認することによって、「財務（支）局長登録業者
　に係るもの」又は「都道府県知事登録業者に係るもの」に計上することとし、確認の結果、登録を確認できない場合
　は「無登録の疑いのある者に係るもの」に計上すること。

１．受付状況、苦情の内容、紹介先及び処理結果それぞれについて、その内容が複数にわたる場合でも延べで計上
せず、主なものを１件として計上すること。

２．受付状況、苦情の内容及び結果処理の計は、受付時点において計数を一致させること。

３．都道府県において消費者相談センター等の苦情も含めている場合には、他の行政庁との統一性の点から、貸金
　業担当部局への苦情のみを計上すること。

４．財務局が都道府県あるいは消費者相談センター等の行政機関（警察を除く。）を紹介した場合は、「都道府県等」
　欄に計上すること。



別紙様式１０ 別紙様式２０

連  絡  会 幹  事  会 連  絡  会 幹  事  会 都道府県等
主催会議

（記載上の注意）
都道府県等主催会議欄には、都道府県等により設けられた貸金業関係会議について記載する。

当 年 度 開 催 状 況

貸金業関係連絡会、幹事会等開催状況

（平成　　年３月末現在）

計

都　道  府  県

改　　正　　後改　　正　　前

（日本工業規格Ａ４）

貸金業関係連絡会、幹事会開催状況

（日本工業規格Ａ４）

（平成　　年３月末現在）

都　道  府  県

当 年 度 開 催 状 況

計



【３－４，５　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 【３－６　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式
別紙様式１ （同左）

改　　　　　正　　　　　前改　　　　　正　　　　　前改　　　　　正　　　　　前改　　　　　正　　　　　前 改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　後

指定契約書（参考例） 
 
  ○○貸金業協会（以下「甲」という。）と○○信用情報機関（以下「乙」という。）とは、

貸金業の規制等に関する法律（昭和 58 年法律第 32 号）第 30 条第１項に基づいて、過剰貸

付けの防止のために甲が乙を指定するに当たり、次のとおり契約する。 
（契約方針） 

第１条  甲及び乙は、本契約の締結に当たり、次の点を契約の方針として確認する。 
⑴ 甲及び乙は、貸金業の規制等に関する法律（以下「規制法」という。）その他各種法

令及び規制法に関する事務ガイドライン（以下「ガイドライン」という。）を遵守する

ものとする。 
⑵  甲及び乙は、互いの自主性を遵重しつつ、過剰貸付けの防止のために積極的に協力

し合うものとする。 
⑶  乙は、規制法並びに関係法令及びガイドライン等に従い、乙の業務運営規則（以下

「運営規則」という。）を定めるものとする。  
⑷  乙は、貸金業者から乙への入会の申込みがあった場合には、原則として甲の会員で

あることを確認し、乙の運営規則に定める基準に適合していることの審査を行うもの

とする。 
⑸  甲は、甲の会員が乙を利用するに当たっては、乙の運営規則を遵守すること、及び

乙の信用情報の整備・充実に協力するよう指導を行うものとする。 
（信用情報の取扱い） 

第２条  甲は、甲の会員が乙を利用するに当たり、信用情報の適正な取扱いを確保するた

め、次の点に留意させるものとする。 
⑴ 信用情報を乙に登録するに当たっては、乙の定める内容及び方法により、資金需要

者の同意を得ることとする。 
⑵ 信用情報を乙に登録する場合には、正確かつ最新のものとなるよう努めるとともに、

既登録情報に関し、変更を必要とする場合には、速やかに当該事実を乙に報告するこ

ととする。 
⑶ 信用情報の乙への照会及びその使用は、資金需要者の返済又は支払能力の調査に必

要な場合、又は資金需要者本人（以下「本人」という。）からの自己の信用情報に係る

問い合わせ等に対応するために必要な場合に限ることとする。 
⑷ 信用情報は、本人のプライバシーに関わる事項であることにかんがみ、その秘密を

保持し、漏洩を防止するため万全を期することとする。 
⑸ 本人から自己の信用情報に係る問合せ等があった場合は、適切かつ迅速な処理が図

られるよう努め、また、乙から、本人からの問合せ等の処理のため協力依頼があった

場合には、誠意をもってこれに応ずることとする。 



改　　　　　正　　　　　前改　　　　　正　　　　　前改　　　　　正　　　　　前改　　　　　正　　　　　前 改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　後

（同左）（問合せ等の処理） 
第３条  乙は、本人から自己の信用情報に係る問合せ等があった場合には、乙の運営規則

により、誠意をもって適切かつ迅速な処理が図られるよう努めるものとする。なお、そ

の問合せ等の内容が甲に波及する問題である場合には、甲及び乙は、互いに協力してそ

の処理に当たるものとする。 
（利用停止） 

第４条  乙が甲の会員に対してその利用を停止するに当たっては、乙は、乙の運営規則に

従って処理を行い、甲に通知するものとする。 
（届出及び報告） 

第５条  甲及び乙は、ガイドラインの定めるところに従い、所要の届出書及び報告書等を

甲を所轄する都道府県に２部提出するものとする。 
（契約の解除） 

第６条  甲及び乙は、本契約の履行を著しく妨げる事態が発生した場合には、契約期間満

了前と言えども契約を解除することができる。 
（協議） 

第７条  本契約に定めのない事項及び条文の適用等について疑義が生じた場合には、甲及

び乙は、協議のうえ、処理する。 
（契約期間） 

第８条  本契約の有効期間は契約締結後３年間とするが、有効期間満了の時点で甲及び乙

のいずれからも異議が述べられない場合には、３年ごとに更新されるものとする。 
   
   
本契約の証としてこの証書２通を作成し、甲、乙、それぞれ記名押印のうえ、各自その

１通を保有する。 
 

平成    年    月    日 
            甲  ○○貸金業協会 
                    会 長 
       乙  ○○信用情報機関 
           代表者 
 
 



【３－４，５　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 【３－６　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式
別紙様式２ （同左）

殿

印

　指定契約を締結しましたので、下記のとおり届け出ます。

１．指定契約を締結した貸金業協会と信用情報機関の概要

①

②

③

④

２．信用情報機関の概要

①

②

④

⑤

⑥

改　　　　　正　　　　　後

設 立 年 月 日

指 定 契 約 締 結 年 月 日

指　定　契　約　締　結　届　出　書

記

協会・機関名

項目

（参考）　　　　　これまでの指定契約状況

信用情報機関名

名 称 及 び 代 表 者 （協 会 長 ）名

所 在 地 及 び 電 話 番 号

③

名 称

代 表 者 名

所 在 地
（郵便番号　　　　　　　）

　　　　　電話番号　（　　　　）　　　　－　　

設 立 年 月 日

資 本 金

営 業 地 域

協 会 長 名

指定契約締結年月日

（日本工業規格Ａ４）
年　　　月　　　日

所 在 地
名 称

改　　　　　正　　　　　前

○○貸金業協会 ○○信用情報機関



改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　前

⑦ （同左）

　

⑧

⑨

⑩

⑪ 会員に関する事項

１．会員資格

２．会員数

総株主等の議決権の数に対する割合氏　　　　　　　　　　名 保有する議決権の数

株 主 （出 資 者 ）構 成

％

その他（　　　名）

計（　　　名） 100

組 織 ・機 構 ・人 員

役 員

役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職 氏　　　　　　　　　　名

事 業 内 容



改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　前
⑫ 登録情報に関する事項 （同左）

　

件

件

⑬ 利用料金に関する事項

（注）

３．添付書類
　(1)　指定契約書の写し
　(2)　貸金業協会の定款、規則（過剰貸付けの防止及び信用情報機関に関するもの）
　(3)　信用情報機関の定款
　(4)　信用情報機関の業務運営に関する規則
　(5)　信用情報機関の業務の内容等を周知する書類（パンフレット等）

１．組織形態が株式会社組織でない場合は、各々の組織形態にあわせて記載することとする。
２．「株主（出資者）構成」は、保有する議決権の数の多い順に従い、５名を記入する。
３．「議決権」とは、貸金業の規制等に関する法律施行規則第２条第１号に規定する議決権を
　いう。
４．「総株主等の議決権」とは、貸金業の規制等に関する法律施行規則第２条第１号に規定す
　る総株主等の議決権をいう。
５．「組織・機構・人員」については、別葉にして組織図等の書類を添付する。
６．「会員数」は会社数及び店舗数を業種別に記載する。
７．登録情報量、事故情報量については、見込数を記載する（既に設置している場合は直近
　の実績とする）。
８．利用料金については、例えば加盟料金、基本料金、年会費、照会料金、開示料金等に分
　けて記載する。
９．本紙に記載しきれないときは、別の書面に記載し、添付する。

　３．事故情報量

（名寄せの有無：　　有　　・　　無　）

　１．登録情報項目

　２．登録情報量

取引状況に関する情報 延滞等の事故情報 そ　　の　　他顧客の識別のための情報



【３－４，５　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 【３－６　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式
別紙様式３ （同左）

殿

印

　信用情報機関を設置しましたので、下記のとおり届け出ます。

改　　　　　正　　　　　後

（日本工業規格Ａ４）

年　　　月　　　日

所 在 地
名 称
代 表 者 名

改　　　　　正　　　　　前

信　用　情　報　機　関　の　設　置　届　出　書

記



改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　前
１．信用情報機関の概要 （同左）

①

②

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 事 業 内 容

役 員

役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職 氏　　　　　　　　　　名

計（　　　名） 100

組 織 ・機 構 ・人 員

その他（　　　名）

氏　　　　　　　　　　名

設 立 年 月 日

資 本 金

営 業 地 域

（郵便番号　　　　　　　）

　　　　　電話番号　（　　　　）　　　　－　　

年　　　月　　　日

千円　（授権資本　　　　　千円）

名 称

代 表 者 名

所 在 地③

％

株 主 （出 資 者 ）構 成

総株主等の議決権の数に対する割合保有する議決権の数



改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　前
⑪ 会員に関する事項 （同左）

１．会員資格

２．会員数

⑫ 登録情報に関する事項

件

件

⑬ 利用料金に関する事項

（注）

取引状況に関する情報顧客の識別のための情報 そ　　の　　他

　３．事故情報量

延滞等の事故情報

（名寄せの有無：　　有　　・　　無　）

　１．登録情報項目

　２．登録情報量

１．組織形態が株式会社組織でない場合は、各々の組織形態にあわせて記載することと
する。
　なお、貸金業協会内に信用情報機関を設置した場合は、上記の項目に関し、次により
記載
　することとする。
　(1)　①については、協会名及び信用情報機関の名称を記載する。
　(2)　②については、協会の代表者名及び信用情報機関の責任者名を記載する。
　(3)　⑤、⑦については、記載は不要とする。
　(4)　⑧、⑩については、協会及び信用情報機関各々について記載する。
　(5)　⑨については、協会について記載する。
　(6)　その他の項目については、信用情報機関について記載する。

２．「株主（出資者）構成」は、保有する議決権の数の多い順に従い、５名を記入する。

３．「議決権」とは、貸金業の規制等に関する法律施行規則第２条第１号に規定する議決
権を
　いう。

４．「総株主等の議決権」とは、貸金業の規制等に関する法律施行規則第２条第１号に
規定す
　る総株主等の議決権をいう。

５．「組織・機構・人員」については、別葉にして組織図等の書類を添付する。

６．「会員数」は会社数及び店舗数を業種別に記載する。



改　　　　　正　　　　　後改　　　　　正　　　　　前
（同左）

２．添付書類
　(1)　定款
　(2)　信用情報機関の業務運営に関する規則
　(3)　信用情報機関の業務の内容等を周知する書類（パンフレット等）

８．利用料金については、例えば加盟料金、基本料金、年会費、照会料金、開示料金等
に分けて記載する。

９．本紙に記載しきれないときは、別の書面に記載し、添付する。

７．登録情報量、事故情報量については、見込数を記載する（既に設置している場合は
直近　の実績とする）。



【３－４，５　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 【３－６　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式
別紙様式４ （同左）

殿

印

１．届出事項のうち変更のあった事項

２．登録情報量及び照会件数

①

②

３．問合せ・相談件数、異議申出件数、開示件数及び情報の訂正・削除件数　（一事業年度間の件数）

①

②

③

④

４．添付書類

決算状況書

件

件

件

件

件

（名寄せの有無：　有　・　無）

（一事業年度間の照会件数）

件問合せ・相談件数

異議申出件数

情報の開示件数

情報の訂正・削除件数

登録情報量

うち事故情報量

会員からの照会件数

件

　変　　　　　　　更　　　　　　　前 変　　　　　　　更　　　　　　　後
変　　更　　年　　月　　日

　平成　　　年　　　月　　　日から平成　　　年　　　月　　　日までの業務の状況を下記のとおり報告します。

記

変　　　　　更　　　　　に　　　　　係　　　　　る　　　　　事　　　　　項

代 表 者 名
名 称

業　　　務　　　報　　　告　　　書

年　　月　　日から

年　　月　　日まで
第　　　期

改　　　　　正　　　　　後

（日本工業規格Ａ４）

年　　　月　　　日

所 在 地

改　　　　　正　　　　　前



【３－４，５　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式 【３－６　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式
別紙様式５ （同左）

殿

印

１．情報交流の概要

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

　　（注）　必要に応じ、適宜、様式を修正して記載する。

２．添付書類

　(1)　情報交流に関する契約の写し

　(2)　情報交流に関する運営規則の写し

交 流 情 報 の 内 容

代表者（協会長）名

　信用情報機関相互間で情報交流を実施しますので、下記のとおり届け出ます。

交 流 地 域

提携先○○信用情報機関

交 流 実 施 日

そ の 他 特 記 事 項

年　　　月　　　日

所 在 地
名 称

（○○貸金業協会）

プライバシー保護に関する事項

交 流 対 象 情 報 量

改　　　　　正　　　　　前 改　　　　　正　　　　　後

　項目

情　報　交　流　に　関　す　る　届　出　書

記

○○信用情報機関信用情報機関名　

名 称 及 び 代 表 者 （協 会 長 ）名

所 在 地 及 び 電 話 番 号



【３－４，５　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式

別紙様式６

【３－６　貸金業協会に対する監督、信用情報機関】関係様式

（同上）

改
　
　
正
　
　
後

改
　
　
正
　
　
前

年　　　月　　　日現在

全国信用情報ｾﾝﾀｰ連合会 全国銀行協会連合会

指定日 信用情報機関名

（日本工業規格Ａ４）

貸金業協会名

指定日

指　　　　　　　　　　　　　　　　　　定

信用情報機関名

信用情報機関の設置又は指定の状況

備　　　　考番号

信用情報機関名信用情報機関名設置日

設　　　　　　　置

指定日

そ　　　の　　　他


